
【監査公表】

包括外部監査の結果に基づき講じた措置 ２

財政的援助団体等監査の結果に基づき講じた措置 42

財務監査の結果に関する報告に基づき講じた措置 57

目 次

島根県報
令和４年11月１日（火）

号外 第 1 2 8 号
https://www.pref.shimane.lg.jp/

第128号 島 根 県 報 令和４年11月１日号外

1



監 査 委 員 公 表

島根県監査委員公表第３号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定に基づき、島根県知事から令和３年度包括外部監査の結

果に基づき講じた措置について通知があったので、同項の規定により次のとおり公表する。

令和４年11月１日

島根県監査委員 白 石 恵 子

同 加 藤 勇

同 山 口 和 志

同 三 島 明

令和３年度 包括外部監査結果報告書における指摘・意見について

１ 包括外部監査の特定事件

農林水産分野における補助金の事務執行について

２ 包括外部監査の結果に基づく措置等

次のとおり
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令和３年度包括外部監査結果に基づき講じた措置の内容 

テーマ 農林水産分野における補助金の事務執行について 

指摘事項・意見 処理方針・措置状況 

第１．総論 

【意見】 

補助金の目的の達成度を測る（効果測定）ため

の尺度・基準として適切なものを設定すべきであ

る。 

・ 補助金の効果測定のための尺度・基準として

適切なものを設定するためにはまずもって補助

金の目的が具体的かつ明確になっていなければ

ならない。また、補助金の必要性については当

然吟味されなければならないが、特に国庫補助

金において補助対象としていないものを補助対

象とする補助金を島根県が創設する場合（補助

対象を広げる場合や補助金額を上乗せする場

合）、その補助金の必要性（補助対象の妥当性）

についてはより慎重かつ丁寧に吟味する必要が

ある。 

・ 補助金の効果測定のための尺度・基準や目標

値は当該補助金との関連性のあるものとしなけ

ればならない。 

・ 補助金の効果測定のための資料を補助金受領

者に提出させるべきである。 

・ 実際には補助金の効果測定の尺度・基準や目

標値を設定することが困難な場合もあるが、効

果測定のための尺度・基準や目標値を設定しな

い補助金は効果不明の補助金となるおそれがあ

るということを自覚し常にその必要性に目を光

らせておく必要がある。 

（農林水産総務課） 

補助事業については、適切な成果指標の設

定、指標に基づいた効果測定及び達成状況の

把握を実施するとともに、達成状況等を基に

事業の有効性・効率性について検証を行うよ

う部内に周知 

を図った。 

【意見】 

消費税の課税事業者か否かに関する報告書を提

出させるべきである。 

・ 補助金の交付要綱において、消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額報告書の作成・提出

に関する規定を設けているものがあるが、その

場合でも「補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定した場合」に該当し

ていない場合には提出は不要とする運用を行っ

ている場合がある。 

この問題点については、島根県の平成30年度

の包括外部監査「商工労働部における補助金の

事務執行及びＫＰＩの設定とそのフィードバッ

クについて」おける意見で指摘するところであ

（財政課） 

各部局に対し下記の留意事項について改

めて確認を指示し、全庁での対応の徹底を図

った。 

① 消費税の仕入控除税額の減額を行う

必要がある補助金等で、交付要綱等に規

定を設けていない場合は、規定を整備す

ること。 

② 仕入控除税額の減額の要否について

は、補助金の交付申請書に課税事業者か

どうかのチェック欄を設け、仕入控除税

額の減額が不要であることを確認した

り、仕入控除税額の減額による返還額が

ゼロ円の場合も報告を求めるなど、各部
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り、上記規定の趣旨（消費税込みの金額を補助

対象経費とした場合で、かつ交付先が消費税の

課税事業者であるときには当該補助金が実質的

に補助対象経費を超えて支給されるおそれがあ

るのでこれを防止するため）を全うするために

は、「補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額が確定した場合」に該当しない理

由が補助対象者が免税事業者等のためである場

合には、その旨の報告書を補助対象者に提出さ

せるべきであると考える。 

・ 今回監査対象とした補助金では、その交付要

綱において、消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額報告書の作成・提出に関する規定がな

いものもある。 

しかし、この問題は特定の補助金にだけの問

題ではなく、島根県が交付する全ての補助金に

関係することであるから、原則として、補助金

の要綱には消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額報告書の作成・提出に関する規定を置く

べきである。 

局毎に様々な方法で確認を実施してい

るところではあるが、引き続き徹底し、

漏れがないようにすること。また、確認

がされていない部局においては、実施部

局の例を参考に実施すること。 

（農林水産総務課） 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

【意見】 

検査調書について、具体的にどの資料のどの数

字と突合したのか分かるような記載とすべきであ

る。 

補助金において検査調書の作成が法令上義務付

けられているわけではないが、補助金の交付決定

を受けた者から実績報告書の提出を受け、これを

精査して補助金の額の確定を行うという一連の過

程において、実績報告書の内容を精査し補助金の

額の確定をしたことの証跡として検査調書が作成

されている。 

多くの検査調書において、「事業の出来高及び査

定」や「施行状況」といった欄があり、金額や施

行の状況（「良好」）といった記載がされ、「検査の

意見・措置」欄には「適正と認める」との記載が

あり、実績報告書等を精査した結果、適正であっ

た旨が記載されているが、補助対象事業が適正と

判断するに至った判断過程や判断根拠となる具体

的な証憑類（取引年月日、取引先、取引内容等）

の記載がない。そのため、「適正」と判断したその

結果が真に適正だったのか事後に検証することが

できない。 

検査調書は補助金の交付がその目的に照らして

適切であることを客観的に示すものであるから、

交付金額の適切性に係る判断過程や判断根拠を詳

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 
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細に記録し残しておくべきである。 

第２．各補助金 

１．多様な担い手確保・育成事業費補助金 

【意見】目標値の妥当性 

初年度から目標値（Ｒ２－Ｒ６：各55件）と実

績値（Ｒ２：21件）の乖離が生じている。その原

因や課題を分析し適切な対応に努められたい。 

（農林水産総務課） 

事業初年度目であるＲ２年度は、担い手不

在集落の情報不足に加えコロナ禍により事

業の周知が十分に行えなかった。 

Ｒ３年度からは県の取組状況を公表し、担

い手不在集落の解消に向けた意識醸成を図

るとともに、不在集落で共同活動を行う組織

代表者への事業ＰＲチラシの送付、県やＪＡ

等の退職者説明会での広報活動、集落営農組

織や認定農業者等への事業周知を図った。Ｒ

４年度以降も継続して対象者の情報収集と

掘り起こしを図っていく。 

【意見】その他① 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他② 

本補助金の事業実施主体は様々な事業者が想定

されており、消費税の課税・免税の点でも事業者

ごとに異なっている。本補助金においては、「消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定にか

かる定め」が設けられていないため、交付要綱上

に明確に記載すべきである。 

また、事業者ごとに課税事業者であるのか免税

事業者であるのかを確認し適切に処理するため

に、補助対象者に対して消費税の課税事業者か否

かに関する書面を提出させるべきである。 

（農林水産総務課） 

補助金に係る消費税及び地方消費税の仕

入控除税額の確認・返還手続きについて、交

付要綱に定めた。 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。 

【意見】その他③ 

補助対象とした人件費の時間単価について、令

和２年10月1日当時の最低賃金（792円）を下回っ

ているおそれがある。 

（農林水産総務課） 

Ｒ４年度から要綱に研修生は最低賃金以

上となる給与を支払うことを明記した。ま

た、実績報告時に日毎の時間単価の確認を行

う。 

２．集落営農体制強化スピードアップ事業費補助

金 

【意見】その他① 

 令和２年度補助事業等検査調書（事業名：集落

営農体制強化スピードアップ事業、事業主体名：

公益財団法人しまね農業振興公社、金額：

（農業経営課） 

チェックリストにも事業名等を記載し、検

査調書との対応関係を明確化する。 
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7,420,000円）について、担当者が独自に作成した

「補助事業完了確認検査チェックリスト」が添付

されているが、当該チェックリストに事業名など

の記載がなく検査調書との対応関係が不明であ

る。当該チェックリストにも事業名等を記載し、

検査調書との対応関係を明確にすることが望まし

い。 

【意見】その他② 

補助事業完了確認検査チェックリストには、検

査内容、確認方法及び確認書類の名称等は記載さ

れている。しかし、支出金額の内訳（事業費内訳

書）の、どの支出額を何と突合して適切性を確か

めたのか不明である。検査調書は当該支出が補助

金の交付目的に照らして適切であることを客観的

に示すものであるところ、各支出金額の適切性に

係る判断過程、判断根拠を詳細に記録し残すべき

である。 

【意見】その他③ 

島根県農林水産関係補助事業等検査規程（昭和

51年12月28日島根県訓令第６号）には、規程の趣

旨や検査の方法、検査調書の取扱い等が定められ、

検査調書等の様式も定められている。しかし、検

査調書の記載方法等についての具体的な定めはな

い。検査調書は実施された補助対象事業の適切性

を確かめたことを、その根拠とともに明らかにす

るものであるため、突合した証拠の名称や日付の

記載や、何と突合したかわかる証跡を残すことな

どの、検査調書の記載方法、作成方法も規程に盛

り込み、検査の質を高く維持できるようにすべき

である。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

３．島根県担い手育成アクションサポート事業費

補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

 尺度・基準としては、販売額1,000万円以上の中

核的経営体の育成数を設定しているが、本事業は、

担い手の育成のみならず、その確保も目的として

いるのであるから、新規就農者数等の担い手の確

保人数も尺度・基準として設定することが適当と

考える。 

（農業経営課） 

本事業は、主に担い手の育成を目的として

いることから、中核的経営体の育成数を尺

度・基準として設定することが適当であると

考える。 

【意見】その他①

川本町地域農業再生協議会の事業において、当

初事業計画では、戦略会議、研修会、相談・指導、

調査・研究・実証等の事業費として260,000円が計

上されていたが、実績報告では、そのうち「調査・

研究・実証等」の事業として予定されていたセン

（農業経営課） 

重要な変更以外の変更については別途指

示を受けるものとする（交付要綱第４条）こ

ととしており、事前協議を求め対応する。 
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チピートグラス設置実証費として260,000円が計

上されていた。補助金額に変更はないものの、当

初実施計画の内容が変更となっていると見うる事

案であった。交付要綱上、形式的には変更承認申

請を要するものとはされてはいないが、事業内容

が当初計画から変動しているのであるから、その

事業内容をチェックするためにも変更承認申請を

求めてしかるべき事案であったと考える。 

【指摘事項】その他②

益田市農業再生協議会の事業において、事業費

が20％を超えて減少しているところ、交付要綱で

は、事業費の20％を超える増減には変更承認申請

が必要とされているが、本件では変更承認申請が

されていなかった。 

（農業経営課） 

指摘のとおりであり、今後は十分に確認の

上事務を進める。 

【指摘事項】その他③ 

島根県農業協同組合（やすぎ地区本部）の事業

において、事業費が20％を超えて増加していると

ころ、交付要綱では、事業費の20％を超える増減

には変更承認申請が必要とされているが、本件で

は変更承認申請がされていなかった。また、検査

調書では増加後の事業費が反映されていない。 

（農業経営課） 

指摘のとおりであり、今後は十分に確認の

上事務を進める。 

【意見】その他④ 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

４．多様な担い手確保・育成事業費補助金 

【意見】目的の公益性 

交付要綱にいう「多様な担い手」とは、年齢・

職業・兼業・新規・ＵＩターンなどに関わらずと

いう意味のようであるが、ともすれば農業を担っ

てくれる人であれば誰でもよいというようにも聞

こえる。このような目的のもとに複数の事業をぶ

ら下げる形をとると、総花的に事業を生み出すこ

とになり、ひいては事業の乱立を招きかねない。 

「多様な担い手の増加」との総合的な目的のも

とに９つの異なる細目的な目的をもった事業がぶ

ら下がる形となっている。いずれも大局的にみれ

ば同じ目的に向かっているものではあるが、個々

に細目的な目的は異なるため、それごとに交付要

綱を定めるべきである。 

（農業経営課） 

総合的な目的をもった当該補助金に９つ

のメニューがぶら下がっているが、新規就農

者が活用できる補助事業をすべて分けるよ

りも、メニューとして整理した方が事業対象

者にとってわかりやすいという利点がある。

また、各メニューでは目的を要綱別記にお

いて明確にしており、メニューごとに個別の

補助金交付要綱を定める必要はないと考え

る。 

なお、Ｒ３年度からは、認定新規就農者向

けと多様な担い手向けの補助金を別々に整

理するとともに、各補助金の尺度・基準に対

応するように事務事業評価シートも整理し

ている。 
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【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

総合的な目的のもとに９つの異なる細目的な目

的をもった事業がぶら下がる形となっている。事

業が多すぎて各事業による目的達成の効果やその

関連性が見えにくくなっている。そのため、果た

してどの事業が効果的であったのか事後に検証で

きない。事業ごとに交付要綱を定めるべきである。

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

本補助金の総合的な目的は「多様な担い手の増

加」ということであるが、そのわりには尺度が認

定新規就農者数等に限定されており、目的と尺度・

基準が一致していない。事業ごとに適切な尺度・

基準を設定すべきである。

（農業経営課） 

当該補助金にかかる尺度・基準は認定新規

就農者数に限定されているわけではなく、以

下のとおり補助金メニューごとに目的にあ

わせて、適切な尺度・基準が設定されている

と認識している。 

【意見】補助対象の妥当性 

補助要件として農業従事（予定）者の年齢を「50

歳以上」とか「50歳以上65歳未満」としているも

のがある。これは、農林業センサスで島根県の基

幹的農業従事者の平均年齢が約70歳（Ｈ22：70.7

歳、Ｈ27：71.3歳、Ｒ２：72.0歳）であることを

踏まえ、農業を５年程度継続してもらえる年齢と

して65歳までが視野に入るという考えによるも

ののようである。しかし、農業の習熟に要する期

間や長期的な定着ということを踏まえれば、10年

程度を農業従事期間と捉えて、50歳代を中心とし

た支援とするなど対象については今一度検討す

べきである。 

（農業経営課） 

補助要件を「50歳以上」や「50歳以上65歳

未満」としているのは、以下の理由からであ

り、県の実情に鑑みれば年齢要件は適当であ

ると考える。 

① 国の制度では49歳以下が対象となっ

ており国の制度の対象外の者を県事業

で支援することとしていること。 

② 認定新規就農者の対象が65歳未満で

あること。 

③ 平均年齢が72歳を超え、今後もこれが

伸びていくことが想定される中で農業

を５年以上は継続していってもらいた

いこと。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

事業メニュー 尺度・基準

 　就業プランナー・ＰＲ強化事業

①認定新規就農者数
②認定新規就農者のうち、UIターン者数
③認定新規就農者のうち、雇用就農からの独立自営数
④地域が必要とする農業人材の確保数

 　研修受入農家助成事業
①認定新規就農者数
④地域が必要とする農業人材の確保数

 　半農半Ｘ支援事業 ④地域が必要とする農業人材の確保数

 　就農パッケージづくり推進事業

①認定新規就農者数
②認定新規就農者のうち、UIターン者数
③認定新規就農者のうち、雇用就農からの独立自営数
④地域が必要とする農業人材の確保数

 　農業人材投資事業
①認定新規就農者数
②認定新規就農者のうち、UIターン者数

 　経営継承推進活動事業
①認定新規就農者数
④地域が必要とする農業人材の確保数

 　集落営農雇用支援事業 ④地域が必要とする農業人材の確保数

 　半農半集落営農支援事業 ④地域が必要とする農業人材の確保数
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う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

５．新規就農者整備支援事業費補助金 

【意見】目的の公益性① 

それらしい言葉が羅列されているだけで交付要

綱上の補助金の目的の記載が漠然としている。本

補助金を交付することにより具体的にどういった

状況を目指すのか明確に記載すべきである。そう

でなければ、公益性の有無も判断できない。 

（農業経営課） 

新規就農者が活用できる当該補助金には

総合的な目的のもとに４つのメニューがぶ

ら下がっており、各メニューの規定において

それぞれの事業の目的や内容を明確に記載

していると考える。 

【意見】目的の公益性② 

総合的な目的のもとに４つの異なる事業がぶら

下がる形となっている。いずれも大局的にみれば

同じ目的に向かっているものではあるが、個々に

補助対象が異なるため、それごとに交付要綱を定

めるべきである。

（農業経営課） 

総合的な目的をもった当該補助金に４つ

のメニューがぶら下がっているが、新規就農

者が活用できる補助事業をすべて分けるよ

りも、メニューとして整理した方が事業対象

者にとってわかりやすいという利点がある。

また、各メニューでは目的を要綱別記にお

いて明確にしており、メニューごとに個別の

補助金交付要綱を定める必要はないと考え

る。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

複数の事業があるため、各事業による目的達成

の効果・関連性が把握しづらい。それぞれの事業

で例えば以下のような尺度・基準を設定すべきで

ある。 

（自営就農開始支援事業） 

現状ではこの事業を使った認定新規就農者数等

としているが、交付段階で申請者には５年後の所

得目標を定めさせているため、その所得目標の達

成度合いも尺度することが望ましい。 

（経営継承促進対策事業、雇用創出支援事業、

半農半Ｘ開始支援事業） 

事業ごとに、各事業を使った認定新規就農者数

等を尺度とすることが望ましい。 

【意見】目標値の妥当性 

認定新規就農者数等だけでは不十分であり、上

記で述べたようにそれぞれの事業における目標値

を設定する必要がある。

（農業経営課） 

当該補助金にかかる尺度・基準は認定新規

就農者数に限定されているわけではなく、補

助金メニューごとに目的にあわせて、適切な

尺度・基準が設定されていると認識してい

る。 

【意見】その他① 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

事業メニュー 尺度・基準

 　自営就農開始支援事業
①認定新規就農者数
②認定新規就農者のうち、UIターン者数
③認定新規就農者のうち、雇用就農からの独立自営数

 　経営継承促進対策事業
①認定新規就農者数
②認定新規就農者のうち、UIターン者数
③認定新規就農者のうち、雇用就農からの独立自営数

 　雇用創出支援事業 ④地域が必要とする農業人材の確保数

 　半農半Ⅹ開始支援事業 ④地域が必要とする農業人材の確保数
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を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他② 

事業者ごとに課税事業者であるのか免税事業者

であるのかを確認し適切に処理されていた。しか

し、この確認に要する手間を省略し、補助金を税

抜で交付するのか税込で交付するのかを効率的に

把握するため、補助対象者に対して消費税の課税

事業者か否かに関する書面を提出させるべきであ

る。

（農業経営課） 

令和３年度より書面での確認を行ってい

る。 

６．21世紀新農業担い手育成確保事業費補助金 

【意見】補助対象の妥当性 

21世紀新農業担い手育成確保事業では、就農相

談員２名、担い手対策推進員（延べ４名）、駐在相

談員（１名）、農業情報化推進員（１名）が設置さ

れている。これらの業務の効率化・合理化を進め

補助金の縮減に努め、縮減による分を新規就農者

への直接の補助に回すなど、農業の担い手を育成

確保するという補助金の目的を、より直接的、効

果的に達成できる方法を検討すべきである。 

（農業経営課） 

現行の体制においても、業務の効率化・合

理化を図っており、農業の担い手を確保する

という補助金の目的を効果的に達成できる

と考える。 

【意見】その他① 

交付要綱には消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額報告書に関する規定がない。当該規定が

なければ、島根県が補助対象事業者の消費税申告

義務の有無や課税方式などを把握して、仕入控除

税額の有無を判定する必要がある。しかし、これ

では島根県の補助金交付事務が非効率になるとと

もに、本来返還されるべき補助金の一部が返還さ

れない可能性がある。公益法人等であっても仕入

控除税額が発生するケースもあるため、仕入控除

税額報告書に関する規定は交付要綱に定め、補助

対象事業者からその報告を受けること原則的な取

扱いとすべきである。 

（農業経営課） 

指摘を踏まえ要綱改正を検討中。 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。 

【意見】その他② 

令和２年度補助事業等検査調書（事業名：21世

紀新農業担い手育成確保事業、事業主体名：公益

財団法人しまね農業振興公社、金額：15,641,000

円）について、検査調書や実績報告書に示された

各支出項目それぞれの支出金額について、それら

が交付要綱で定めた事業のためにのみ支出された

ことを、どのような証拠と突合して確かめ、適切

と判断したかが不明である。検査調書は当該支出

が適切であることを客観的に示すものであるとこ

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 
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ろ、各支出金額の適切性に係る確認証拠、判断過

程、判断根拠を詳細に記録すべきである。 

７．中核的な経営体を目指す自営就農者確保対策

事業費補助金 

【意見】その他① 

本補助金は多数のメニューが用意されていると

ころ、大きく分けると、法人で雇用された就農者

の自営を後押しするための対法人向けメニューと

対就農者向けメニューとがある。現状、これらの

メニューは本補助金で一つのパッケージとして提

供されているが、一つのパッケージで提供するの

であれば、対法人向けメニューと対就農者向けメ

ニューとの連携について工夫する必要性があるも

のと考える。例えば、対法人向けメニューに、雇

用就農者が独立したあとのフォローをするための

経費を補助するメニューを加えるなどである。そ

うすることで、法人側が就農者の独立を後押しす

るインセンティブにもなり得るし、就農者が独立

したあとの法人によるフォローも期待できるから

である。 

（農業経営課） 

本補助金は、対法人向けメニューと対就農

者向けメニューがあり、前者の「自営就農者

受入促進事業」は、担い手育成協定を県と締

結した経営体（自営就農志向者を受け入れ、

将来、自営就農させ中核的な経営体へと育成

することに理解のある経営体）を対象として

いる。 

そしてこの協定締結経営体は、補助金の有

無に関わらず、研修生が自営就農した後も、

師匠として技術面及び経営面等のサポート

を県や市町村、ＪＡ等関係機関と協力して実

施していくこととしている。 

したがって、対法人向けと対就農者向けの

補助金を連携させるメニューを新たに加え

なくても、独立後の法人側のフォローやその

インセンティブは期待できると考える。  

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

８．農業近代化資金利子補給金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準である「販売額1,000万円以上の中核

的経営体の育成数」はこの事業の目的である「農

業経営の近代化」の達成度を測る尺度・基準にな

りうるものである。 

ただ、この尺度・基準は他の補助金等において

も用いられているものであるため、「農業近代化資

金利子補給金」との関連性が見えにくいものとな

っている。そこで、例えば、「販売額1,000万円以

上の中核的経営体の育成数のうち、この融資を現

に利用し又は利用したことがある者」といった尺

度・基準とし、この「農業近代化資金利子補給金」

との関連性を明らかにすることで、尺度・基準と

して妥当なものとなると考える。 

（農業経営課） 

 農業制度資金は中核的経営体を育成して

いくための手段であり、融資の利用実績を指

標にすることは適当ではないと考える。 

【意見】その他 （農業経営課） 
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農業近代化資金融資は、貸付対象者（認定農業

者等）や資金使途（農業施設の取得等）が決まっ

ているが、融資を受けた者が融資後に認定農業者

等でなくなり貸付対象者でなくなることや、融資

金を使って購入した物件が処分されたり農業以外

の用途に用いられたりすることが全くないとは言

えない。現状では、貸付対象者や資金使途の変更

がないかの確認はされていない。もちろんこのこ

とは融資した金融機関にとっても関心事ではある

が、その確認を金融機関だけに任せるのではなく、

島根県としてもサンプル調査をしたり金融機関に

報告させたりする方法で何らかの確認をすること

が望ましい。 

 借入者には、認定農業者等の融資対象者資

格、融資対象物件の廃棄、譲渡、使用目的の

変更等の使用状況に異動があった場合には

融資機関の長への報告を、融資機関の長に

は、上記報告があった場合及び使用状況に変

化があった場合の県への報告を義務づける

方向で検討する。 

９．農業経営基盤強化資金利子補給金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準である「販売額1,000万円以上の中核

的経営体の育成数」はこの事業の目的である「農

業経営の近代化」の達成度を測る尺度・基準にな

りうるものである。 

ただ、この尺度・基準は他の補助金等において

も用いられているものであるため、「農業経営基盤

強化資利子補給金」との関連性が見えにくいもの

となっている。そこで、例えば、「販売額1,000万

円以上の中核的経営体の育成数のうち、この融資

を現に利用し又は利用したことがある者」といっ

た尺度・基準とし、この「農業経営基盤強化資金

利子補給金」との関連性を明らかにすることで、

尺度・基準として妥当なものとなると思料する。 

（農業経営課） 

農業制度資金は中核的経営体を育成して

いくための手段であり、融資の利用実績を指

標にすることは適当ではないと考える。 

10．島根県農業委員会ネットワーク機構負担金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

補助金の目的達成度を測る尺度・基準として、

販売額1,000万円以上の中核的経営体の育成数と

している。確かに交付要綱における目的の一つに

「農業生産力の増進」があり、これと整合してい

ると考えるが、「農業経営の合理化」も目的として

いることから、例えば利益率など、合理化の観点

からの尺度・基準を設定して効果測定することも

検討すべきである。 

（農業経営課） 

農家毎の経営形態は異なるため、利益率を

調査することは簡単にはできず目標設定も

できないため現状の評価指標が適当と考え

る。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

農地等の利用の最適化の推進は、従前は農業委

員会の「任意事務」であったものが平成27年に「必

須事務」と位置付けられており、①担い手への農

地利用の集積・集約化②遊休農地の発生防止・解

消③新規参入の促進は重点課題である。したがっ

て、例えば、担い手に集約した農地の面積や遊休

（農業経営課） 

農地集積、遊休農地の解消の目的は販売額

1,000万円以上の中核的経営体を育成するこ

とであることから現状の評価指標が適当と

考える。 
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農地の解消面積、新規参入件数など、農業生産力

の増進や農業経営の合理化という補助金の効果を

直接的に測定できる尺度・基準を設定することも

考えられる。 

【意見】補助対象の妥当性 

補助対象経費の内容は、島根県農業委員会ネッ

トワーク機構の業務推進費であり毎年ほぼ同じ金

額が交付されているが、交付金の目的は、農業生

産力の増進及び農業経営の合理化を図ることにあ

るのだから、農地集積の実績やそれに要した業務、

あるいは生産コストの削減などの成果に対応した

交付方式にすべきである。

（農業経営課） 

該当補助金額については全額人件費にあ

たっており、県標準人件費年額に定められた

金額を交付しているため、成果に応じた方式

は困難と考える。 

【意見】その他① 

交付要綱には、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書に関する規定がない。当該規定

がなければ、島根県が補助対象事業者についての

消費税申告義務の有無や、課税方式などを把握し

て、仕入控除税額の有無を判定する必要がある。

しかし、これでは島根県の補助金交付事務が非効

率になるとともに、本来返還されるべき補助金の

一部が返還されない可能性がある。公益法人や任

意団体であっても仕入控除税額が発生するケース

もあるため、仕入控除税額報告書に関する規定は

補助金の交付要綱に定め、補助対象事業者からそ

の報告を受けること原則的な取扱いとすべきであ

る。 

（農業経営課） 

指摘を踏まえ要綱改正を検討中。 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

11．中核的経営体への発展に向けた経営体育成支

援事業費補助金 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

12．農地集積・集約化対策事業費補助金（担い手 （農業経営課） 
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集積支援金交付事業） 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準は「販売額1,000万円以上の中核的経

営体の育成数」とのことであるが、本補助金の目

的は「農地中間管理機構を活用した担い手への農

地集積・集約化」であるので、この尺度・基準で

は「農地中間管理機構を活用した担い手への農地

集積・集約化」が図られたのか分からない。した

がって、尺度・基準の内容の妥当性に大いに疑問

がある。「農地中間管理機構を活用した担い手への

農地集積・集約化」が図られたか否かは、例えば、

島根県内の担い手数のうち機構を利用した者の

数、そのうちの本補助金を利用した者の数といっ

た尺度・基準とすることが考えられる。 

また、仮に、「販売額1,000万円以上の中核的経

営体の育成数」の尺度・基準を用いるとしても、

この基準・尺度は他の補助金等においても用いら

れているものであるため、本補助金との関連性が

見えにくいものとなっている。そこで、例えば、

「販売額1,000万円以上の中核的経営体の育成数

のうち、本補助金を受け取ったことがある者」と

いった尺度・基準とし、少なくとも本補助金との

関連性を明らかにすることが必要である。 

なお、中核的経営体22団体のうち本補助金を受

けている団体はない。 

この事業の目的は、担い手への農地集積・

集約化を促進することであり、農地集積が伸

び悩んでいる中山間地域においてこの補助

金を活用し中間管理機構からの農地の借入

が促進された結果として、中核的経営体数増

加につながると考える。 

【意見】その他① 

本補助金は「島根県農地集積・集約化対策事業

費補助金交付要綱」もとにこの「担い手集積支援

金交付事業」のほか複数の「農地中間管理機構事

業」、「機構集積協力金交付事業」などがぶら下が

る形となっている。 

このようなぶら下がり型の交付要綱とすると補

助金所定の各事業による効果が見えにくくなるお

それがある。 

そこで、できるだけ事業ごとに交付要綱を定め

るのが望ましい。

（農業経営課） 

当該交付要綱で規定している各事業は、全

て農地集積・集約化対策及び農地中間管理機

構の事業推進に関する事業であるため、同じ

交付要綱上で規定している。 

交付手続きにおいては、事業ごとに作成さ

れ手続きを行うため、各事業による効果が見

えにくくなることはないものと考える。 

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 
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13．水田園芸拠点づくり事業費補助金 

【意見】目標値の妥当性 

目標値については本補助金の効果を直接把握し

うるものとなっているので、令和2年度の実績値も

踏まえて目標値の達成のために必要な対応をされ

たい。 

（産地支援課） 

事業の実績値を踏まえ、今後も農業者が機

械投資や労力確保などに不安無く取り組め

るよう、育苗、収穫、調製、販売や機械利用

について、地域での共同・分業化を推進する

とともに、栽培技術指導の徹底や安定した販

路確保を図るなど、引き続き目標達成に向け

事業を推進していく。 

【意見】その他① 

本補助金の契約方法について、交付要綱上、競

争入札に付し難い場合は事業を実施する市町村の

規定を準用することとあるが、単純に市町村の規

定を準用しているだけである。よって、この「付

しがたい場合」を文言通りに読むと規定に反して

いることになる。競争入札を義務付けるか否かも

含め交付要綱の文言の修正を検討すべきである。 

（産地支援課） 

 補助金で施設や機械設備等を整備・購入

等を行う場合は、契約の透明性、競争性の

確保の観点から一般競争入札が原則であ

り、交付要綱は現行どおりとする。 

 なお、今後は、一般競争入札に付しがた

い理由の明記を確実に求め、適切な手続き

となるよう対応していく。 

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他③ 

本補助金の事業実施主体は様々な事業者が想定

されており、消費税の課税・免税の点でも事業者

ごとに異なっている。本補助金においては、島根

県が事業者ごとに課税事業者であるのか免税事業

者であるのかを確認し適切に処理されていた。し

かし、この確認に要する手間を省略し、補助金を

税抜で交付するのか税込で交付するのかを効率的

に把握するため、島根県は補助対象者に対して消

費税の課税事業者か否かに関する書面を提出させ

るべきである。 

（産地支援課） 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

14．肉用子牛価格安定事業費補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本補助金は、肉用子牛の価格下落時の価格補 

のための資金を造成する事業であることから、尺

度・基準は設定されていない。しかし、補助事業

として実施するということは、農業政策に関する

目的の公益性があると考えられ、成果がない場合

は補助金の必要性に乏しいということになる。こ

のため、島根県は、目的達成の尺度・基準を設定

（農畜産課） 

新たに目的達成の尺度・基準を設定する。
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することが望ましい。 

本補助金は、国が指定する子牛価格の下落時に、

生産者への価格補 により肉用子牛の生産及び出

荷の安定を図ることが目的であるため、実際に肉

用子牛の生産及び出荷の安定が図られたか等の達

成状況を確認できるような尺度・基準が考えられ

る。定量的な設定が困難な場合は、定性的な情報

を含めた成果の把握方法や把握内容を検討するこ

とが望ましい。 

【意見】目標値の妥当性 

本補助金の効果測定の尺度・基準を設定したう

えで適切な目標値を設定すべきである。 

（農畜産課） 

子牛登録頭数を目標値に設定する。 

【意見】その他① 

交付要綱には、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書に関する規定がない。当該規定

がなければ、島根県が補助対象事業者についての

消費税申告義務の有無や、課税方式などを把握し

て、仕入控除税額の有無を判定する必要がある。

しかし、これでは島根県の補助金交付事務が非効

率になるとともに、本来返還されるべき補助金の

一部が返還されない可能性がある。公益法人等で

あっても仕入控除税額が発生するケースもあるた

め、仕入控除税額報告書に関する規定は補助金の

交付要綱に定め、補助対象事業者からその報告を

受けること原則的な取扱いとすべきである。 

（農畜産課） 

事業内容が基金への積み立て補助のため、

消費税の規定を設ける必要はないと判断。 

【意見】その他②

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

15．種雄牛造成強化事業超優秀雌牛導入支援対策

補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

「全国的に高い評価が得られるスーパー種雄牛

を早期に造成する」ことが交付要綱上の目的であ

るので、「スーパー種雄牛の造成数」が補助金の効

果測定のための尺度・基準となるべきであり、「超

優秀雌牛の導入頭数」とするのは妥当ではない。 

（農畜産課） 

種雄牛の造成には６年以上かかるため、短

期的な事業評価の尺度としては不適当と考

える。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 
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で、その記録を残すべきである。 ① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突合

したかわかるようにしておくこと。 

16．全国和牛能力共進会出品対策強化支援事業費

補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準としては、集畜指導会及び牛舎改造

の件数を設定しているところ、本補助金としては、

他にも、削蹄推進支援及び発育強化支援があるが、

それらの件数は尺度・基準として設定されていな

い。この点、島根県によれば、集畜指導会及び牛

舎改造は島根県が主導して行うため、目的と効果

の把握がし易いことから、これらを尺度・基準と

して設定したとのことであった。なお、削蹄推進

支援及び発育強化支援も件数は把握しているとの

ことであった。最終的には、全国和牛能力共進会

での獲得成績により総括的な評価が行われる予定

であるとのことであるが、本補助金の性質上、同

共進会での獲得成績目標も設定すべきである。 

（農畜産課） 

補助金要綱では好成績獲得の取り組みにつ

いて設定しているため獲得成績目標を尺度・

基準としていないが、出品対策要綱（手引

き）では獲得成績目標を設定しており、獲得

成績目標が実質的な尺度・基準となってい

る。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

17．放牧再生支援事業費補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本補助金の目的には、放牧を活用した低コスト

生産体制の強化が明示され、それができなければ

持続的な経営は期待できないのであるから、コス

トの削減など、どの程度低コスト生産体制の強化

が進んだかを反映した尺度・基準を設定して効果

測定することを検討すべきである。 

（農畜産課） 

体制強化の進捗は、放牧頭数で検証可能で

あり、成果目標として設定している。 

【意見】その他① 

令和２年度補助事業等検査調書（事業名：放牧

再生支援事業、事業主体名：西ノ島町、金額：

8,712,000円）について、「補助事業完了検査 確

認書類一覧」が添付され、確認書類の名称は記載

されている。しかし、支出金額の内訳のどの支出

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 
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額を何と突合して、適切と判断したか不明瞭であ

る。検査調書は当該支出が適切であることを客観

的に示すものであるところ、支出金額の適切性に

係る判断過程、判断根拠を具体的な証拠類（取引

年月日、取引先、取引内容等）とともに詳細に記

録し残すべきである。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他② 

令和２年度補助事業等検査調書（事業名：放牧

再生支援事業、事業主体名：知夫村、金額：

8,470,000円）については、「補助事業完了検査 確

認書類一覧」の添付はない。当該確認書類一覧の

添付は補助金の交付規則、交付要綱や実施要領に

おいて求められているものではないが、検査調書

の作成手続きとして運用するのであれば、統一的

な取扱いとすることで、検査の質が一定以上に保

たれていることを明確にすべきである。 

（農畜産課） 

検査を行う地方機関が、検査時の確認用と

して個別に作成しているものであり、検査調

書の作成手続きとして運用するものではな

い。 

【意見】その他③ 

検査調書の施行状況には入札方法の記載がある

が、放牧再生支援事業補助金交付要綱及び放牧再

生支援事業実施要領において、施行業者等の入札

に関する規定がない。一般競争入札が原則である

ことや、一般競争入札に付しがたい場合は、その

理由を明確にした上で、指名競争入札に付するこ

となどを、交付要綱、実施要領あるいは実施基準

などにおいて明確にすべきである。 

（農畜産課） 

要綱・要領に記載する。 

【意見】その他④ 

令和２年度補助事業等検査調書（事業名：放牧

再生支援事業、事業主体名：西ノ島町、金額：

8,712,000円及び事業名：放牧再生支援事業、事業

主体名：知夫村、金額：8,470,000円）について、

事業に係る施行業者の選定を指名競争入札によっ

ているものがある（検査調書に指名競争入札であ

る旨の記載がある）が、一般競争入札ではない理

由が検査調書においては不明である。原則は一般

競争入札であるため、例外的な取扱いがなされて

いる場合の明確な理由についても検査調書に記載

する等して、施行業者の選定過程の適切性につい

ても検査調書において明らかにし、検査の質が一

定以上に保たれていることを明確にすべきであ

る。 

（農畜産課） 

検査時には確認しているため、調書への

記載は求めない。

18．しまね和牛生産振興事業販売力強化対策補助

金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準を『「しまね和牛」の販売促進の状況』

とするが、『「しまね和牛」の販売促進』は本補助

（農畜産課） 

尺度・基準として、しまね和牛の販売量を

把握する。 
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金の目的である。販売促進が図られたか否かは、

例えば販売数によって把握するのが適当である。 

また、本補助金が販売促進のための認知度向上

のための取り組みであれば、認知度向上が本補助

金の本来の目的なのであれば、認知度が向上した

か否かを把握することが必要であり、例えば、ア

ンケートなどのサンプル調査をするのが適当であ

る。特に、本補助金では補助対象事業としてニー

ズ調査や食味調査を行うこととしているので、そ

の際に合わせて、認知数の調査をすることも考え

られる。 

【意見】補助対象の妥当性 

本補助金では、補助金額について「事業実施主

体（補助対象者）が補助対象事業を実施するのに

要する経費」としているが、いかなる費用が事業

に要するものであるかが一義的でなく、「事業に要

する経費」と定めるだけでは対象経費の範囲とし

て漠然不明確であり、広範なものとなるおそれが

ある。人件費、材料購入費など対象経費をできる

だけ明確にするよう交付要綱を改正すべきであ

る。 

（農畜産課） 

対象経費を明確にし、交付要綱を改正す

る。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

19．先端技術を活用した「しまね和牛」緊急改良

事業補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

 子牛市場価格の向上が本補助金の目的であれ

ば、同価格又はその上昇額や上昇率を尺度・基準

とするのが望ましい。 

（農畜産課） 

ゲノミック評価の結果が子牛市場価格に

反映されるのは、評価した子牛が母牛に成長

し、生んだ子牛が市場出荷される２～３年後

になるため、子牛価格等を尺度・基準とする

ことは不適当と考える。 

【意見】補助対象の妥当性 

本補助金では、事業実施主体を農業協同組合に

限定しているが、同組合に限定する必要はない。

少なくとも交付要綱上は同団体に限定する必要性

はなく、他者にも門戸を広げるべきである。 

（農畜産課） 

現在、ゲノミック評価を受託できるのは、

（一社）家畜改良事業団だけであり、その県

内取扱窓口は島根県農業協同組合に指定さ

れているため、他者に門戸を広げることはで

きない。 

【指摘事項】その他① 

本補助金の事業実施主体は「島根県農業協同組

合」とされており、消費税の課税事業者である。

（農畜産課） 

本事業は島根県農業協同組合を事業実施

主体とし、生産者へ税抜きの経費を対象に定
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同組合としては、本補助金を用いた検査料の支払

いが課税仕入となっているはずであり、その分消

費税申告額が少なくなっているはずである。にも

かかわらず、消費税の返還が行われておらず、実

質的に課税仕入れに相当する額だけ経費を超える

補助が行われている。よって、島根県は消費税相

当額の返還を求めるべきである。 

額補助する間接補助事業である。 

家畜改良事業団の検査受託費用は、税抜き

16,409円（税込み18,050円）であり、このう

ち県が10,000円を支援し、差の6,409円と消

費税相当額の1,641円を併せた8,050円を生

産者が負担すると整理しており、消費税相当

額の返還は発生しない。

【意見】その他② 

本補助金については他の補助金交付要綱にある

ような消費税に関する文言が設けられていないた

め、消費税の文言を明記する必要がある。

（農畜産課） 

消費税に関する文言について、要綱改正し

明記する。 

【意見】その他③ 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

20．県単強い農業づくり交付金 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

21．しまね和牛生産振興事業繁殖雌牛更新対策補

助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本補助金の目的の達成度を測るための尺度・基

準を「繁殖雌牛更新・増頭頭数」としている。確

かに農林水産基本計画における成果指標として

「繁殖雌牛頭数」を掲げているが、本補助金の目

的は「子牛市場価格の向上を図る」ことにあるた

め、子牛市場価格の向上を反映した尺度・基準を

設定して効果測定することを検討すべきである。 

（農畜産課） 

導入・保留した子牛が、繁殖雌牛となり

次の子牛を生産するまでには時間がかかる

ため、尺度・基準としての設定は困難。 

導入・保留した子牛の効果が市場価格に

反映されるのは、導入等した子牛が母牛に

成長し、生んだ子牛が市場出荷される２～

３年後になるため、子牛価格等を尺度・基

準とすることは不適当と考える。

【意見】補助対象の妥当性 

本補助金の補助率は、増頭する農家においては

更新牛及び増頭牛１頭あたり15万円、更新する農

家においては１頭につき10万円となっている。令

和２年度に始まった補助事業であるが、今後、当

該補助率が妥当なのかどうか、子牛市場価格の動

（農畜産課） 

補助率の設定には、子牛市場価格や、国

及び他県の事業を参考に実施しており、今

後も、同様に対応していく。 
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向や生産コストの推移等の観点から、補助率を見

直すためのルール作りも検討すべきである。 

【意見】その他① 

交付要綱には、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書に関する規定がない。当該規定

がなければ、島根県が補助対象事業者についての

消費税申告義務の有無や、課税方式などを把握し

て、仕入控除税額の有無を判定する必要がある。

しかし、これでは島根県における補助金交付事務

が非効率になるとともに、本来返還されるべき補

助金の一部が返還されない可能性がある。公益法

人等であっても場合によっては仕入控除税額が発

生するケースもあるため、仕入控除税額報告書に

関する規定は補助金の交付要綱に定め、補助対象

事業者からその報告を受けること原則的な取扱い

とすべきである。 

（農畜産課） 

消費税に関する文言について、要綱を改正

し明記する。 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

22．農業復旧対策事業費補助金 

【意見】補助対象の妥当性① 

実施基準には災害復旧工事は一般競争入札によ

るのを原則とする旨の定めがあるが、罹災時には

速やかな復旧工事が望まれる以上、実施基準にこ

のような定めを置くのは適当ではない。 

（農畜産課） 

実施基準では一般競争入札を原則として

いるが、本事業は被災施設の早期復旧が目

的であることから、復旧に緊急を要する場

合、一般競争入札によらない方法で着工で

きることとしている。 

【意見】補助対象の妥当性② 

本補助金は市町村から被害報告があった場合に

はじめて「災害」の発生を把握するものであり、

さらに市町村が復旧工事に補助金を交付する場合

に本補助金も交付することが可能となるものであ

る。すなわち、本補助金は市町村の報告の有無、

予算措置の有無に左右されるものである。罹災農

家の被害回復の迅速性や公平性という観点からこ

のような取り扱いが望ましいのか検討を要する。 

（農畜産課） 

島根県地域防災計画において、被害状況

の調査は県管理以外は市町村が行うことに

なっており、被災状況を把握した市町村が

復旧支援が必要と判断し予算措置を行って

いることから、県は市町村が補助するもの

を支援している。 

また、「農畜産業に関する気象災害対策実

施要領」において、農畜産物等の被害状況

の把握（報告）に当たっては、被災した農

業者の速やかな生産活動の再開を支援する

ため、被災後３日以内に市町村から報告す

るものとしている。加えて、要綱の実施基
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準には「事前着工」の規定を設けている。

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

23．水田農業経営安定推進緊急対策補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本補助金の効果をより直接的に測定するために

は、水田園芸県重点推進６品目に取組んだ農業生

産者の増加数（転換者数）あるいは同6品目作付面

積の増加面積を用いるべきである。（事務事業評価

シートの参考指標としては記載がある）。 

【意見】目標値の妥当性 

本補助金では令和６年度で水田園芸県重点推進6

品目の産出額60億円を目標としている。ただし、

これは他の事業も含めた目標値であり、本補助金

の目標値としては、この事業を利用した農業生産

者の増加数（転換者数）あるいは６品目作付面積

の増加面積を用いるべきである。 

（農畜産課） 

「島根県創生計画」及び「島根県農林水

産基本計画」においてＫＰＩとして産出額

が採用されており、生産者数や面積につい

ては具体的な目標値が設定されていないた

め、統一的に産出額を用いている。 

 一方で生産者数や面積は、目標である産

出額の達成度を評価する重要な要素である

ことから、今後もこれらの実績を把握し、

目標達成度を評価する。

【指摘事項】その他① 

本補助金の検査調書において、検査調書に記載

された事業完了年月日（令和３年３月24日）より

も早い日付が検査年月日（令和３年３月22日）と

され、上長の承認印も押印されていた。事業完了

日前に検査が完了することはありえず、このよう

な記載は検査の実効性及び内部統制の有効性に疑

義が生じかねない。 

（農畜産課） 

事業完了後の検査を徹底し、正しい時系

列での手続実施に努める。また、職員各自

の確認意識を高め、再発防止に努める。 

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

24．種子調製施設整備事業費補助金 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺
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で、その記録を残すべきである。 う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

25．水利施設等保全高度化事業補助金 

【意見】目的の公益性① 

交付要綱が定める「農業水利資産の維持保全を

めぐる新たな支援体制の確立」というは漠然不明

確である。端的に「土地改良区が整備すべき貸借

対照表の作成を支援するため」とすればよい。 

（農村整備課） 

交付要綱は農業農村整備事業全体の要綱

であるため、個別事業の内容については、

別表１に追記することとして、要綱改正を

行った。 

【意見】目的の公益性② 

そもそも土地改良区における貸借対照表の作成

は法律により義務付けられたものであるが、土地

改良区に限らず各種の財務資料の作成や備置を法

律によって義務付けられている例は他にもあり、

なぜ土地改良区に対してだけ島根県が財政的支援

をするのか疑問がある。公益性の観点から本補助

金の必要性について検証すべきである。 

（農村整備課） 

土地改良法では、土地改良事業の造成主

体が施設を管理する土地改良区に対して、

施設に関する情報提供を行うよう努めるこ

とが規定されている。 

 また、国が定めた「土地改良施設の資産

評価マニュアル」にも、「土地改良施設の資

産評価の際、国や都道府県等が造成した施

設は、造成主体である国や都道府県等が施

設の資産評価を行った上で、土地改良区に

その情報を提供する」と記載されている。 

 このことから、県が造成し、譲与した土

地改良施設の資産評価については、県が支

援を行っている。

【意見】補助対象の妥当性 

 本補助金では、補助金額について「事業実施主

体（補助対象者）が補助対象事業を実施するのに

要する経費」としているが、いかなる費用が事業

に要するものであるかが一義的でなく、「事業に要

する経費」と定めるだけでは対象経費の範囲とし

て漠然不明確であり、広範なものとなるおそれが

ある。人件費、材料購入費など対象経費をできる

だけ交付要綱上明確にしておくべきである。 

（農村整備課） 

交付要綱は農業農村整備事業全体の要綱

であるため、個別事業の内容については、

別表１に追記することとして、要綱改正を

行った。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

26．県単農地集積促進事業補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

（農村整備課） 

本事業は担い手へ農地を集積することに
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本補助金の目的の達成度を測る尺度・基準とし

て農地集積率を用いているが、農地をどれだけ集

積できたかは目的の達成度を測る尺度ではなく目

的を達成するための手段ないし方法である。よっ

て、農地を集積したことによる効果、例えば産出

増加額やコスト削減額を尺度として用いるほうが

望ましい。 

よる担い手の安定経営と継続的な農地の利

用を目的とするものであり、ほ場整備され

た農地の４割以上を担い手の経営基盤とす

ることで担い手の安定経営に資する環境が

整備され、農地の利用権等の設定期間も６

年以上を求めることで継続的な農地の利用

が確約されることから、農地の集積状況に

より目的の達成度は判断できると考えてい

る。 

【意見】その他① 

本補助金の目的は、「将来の農業生産を担う農業

の担い手への農用地の利用集積を促進し、安定し

た農業経営を確立する」ことにあり、補助金を交

付した後の農業の継続性が極めて重要であるが、

現状では補助金を交付した後のフォローアップが

十分に行われているとは言えない状況である。補

助金交付段階で担い手要件が設けられており最低

限の農業の継続性は担保されていると考えられる

が、国庫補助事業では補助対象としない小規模な

農地についてもあえて補助対象としたのであれ

ば、その後の農業の継続性を確認する必要がある。

少なくとも補助金を交付した後何年かは実施主体

である市町村又は土地改良区に現状報告をさせる

べきである。 

（農村整備課） 

実施要領第４の１において、「利用権」及

び「農作業受委託」の設定期間又は契約期

間が６年以上のものであり、当該年度を含

めて３年以上の設定期間を残しているもの

であることと規定しており、この設定期間

内については、農業の継続性は確約される

ものと考えている。 

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他③ 

本補助金の事業実施主体は「市町村又は土地改

良区」とされており、市町村に関しては消費税の

問題は発生しない。しかし、土地改良区について

は消費税の課税事業者であるかどうかの確認が網

羅的に行われているわけではない。補助金を税抜

で交付するのか税込で交付するのかを効率的に把

握するため、補助対象者に対して消費税の課税事

業者か否かに関する書面を提出させるべきであ

る。 

（農村整備課） 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

27．県単農地集積促進事業補助金 

【意見】その他 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用
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検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

28．しまねの農地再生・利活用促進事業（耕作放

棄地再生利用緊急対策基盤整備等事業）補助金 

【意見】目的の公益性 

「荒廃農地の再生利用」という目的自体には公

益性が認められる。しかし、島根県の荒廃農地の

面積が7,000ha弱で推移していることを考えると、

荒廃農地の解消手段として再生作業推進機器（自

走式及び乗車式草刈り機各1台）の貸出を行うとい

うことが効果的なのか大いに疑問がある。本補助

金はもともと国庫補助事業であったところを事業

仕分けによって廃止となったため島根県単独事業

として存続させた経緯があるが国が廃止しようと

したものをあえて島根県が存続させた判断が妥当

であったのか疑問がある。 

なお、島根県の荒廃農地の面積が7,000ha弱で推

移していることから、荒廃農地の解消策自体は必

要であり、より効果的なものが求められる。 

（農村整備課） 

本事業については、Ｒ２年度で完了して

いるため、今後、同様の事業を実施するに

あたっては、参考とさせていただく。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

従前は耕作放棄地を再生した面積と指標（〈目標

値〉58.8ha/年、〈実績値〉Ｈ28年度64.4ha、Ｈ29

年度65.3ha、Ｈ30年度56.0ha）としていたことが

あり、本補助金により解消した荒廃農地を尺度・

基準とすることが妥当である。 

（農村整備課） 

本事業については、Ｒ２年度で完了して

いるため、今後、同様の事業を実施するに

あたっては、参考とさせていただく。

【意見】補助対象の妥当性① 

補助対象が島根県農業再生協議会のみであった

が、荒廃農地の効果的な解消のためには特定の事

業者に依拠しない方法を検討すべきである。 

（農村整備課） 

本事業については、Ｒ２年度で完了して

いるため、今後、同様の事業を実施するに

あたっては、参考とさせていただく。

【意見】補助対象の妥当性② 

 補助対象として「補助対象者が補助対象事業を

実施するのに要する経費」としているが、このよ

うな定め方ではいかなる費用が事業に要するもの

であるかが一義的でなく、「事業に要する経費」と

定めるだけでは対象経費の範囲として漠然不明確

であり、広範なものとなるおそれがある。人件費、

材料購入費などできるだけ対象経費を交付要綱上

明確にしておくべきである。 

（農村整備課） 

本事業については、Ｒ２年度で完了して

いるため、今後、同様の事業を実施するに

あたっては、参考とさせていただく。

【意見】その他① 

本補助金において、実際に草刈りが実施された

（農村整備課） 

本事業については、Ｒ２年度で完了して
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か否かの確認をしていない。本補助金の実績を知

る上ではサンプル調査などの手法により現場を確

認することが望ましい。 

いるため、今後、同様の事業を実施するに

あたっては、参考とさせていただく。

【意見】その他② 

 検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

29．中海干拓農地保有合理化促進事業補助金 

【意見】目的の公益性 

 近年の売渡実績が極めて低調な中、毎年1,000万

円超の補助金を投入し続けている。また、補助金

とは別に島根県職員が兼務している。平成元年に、

島根県と財団法人島根県農業開発公社（現しまね

農業振興公社）間で、島根県は同公社の従来から

の業務に支障が生じないよう必要な措置を講じる

旨の覚書が交わされているが、全ての区画が売れ

るまで本補助金をやめることができないのだとす

れば、近年の売渡実績からすると、事実上、永久

に補助金等の負担を続けなければならないおそれ

がある。補助金等の投入を前提としない事業のあ

り方について検討すべきである。 

（農地整備課） 

補助金の投入を前提とせず干拓農地の売

渡や維持管理等行うためには、農地を公社

から県が購入することが考えられるが、維

持管理のための人件費、委託費等の経費が

同様に必要になる他、購入のための費用も

必要となる。また、ほとんどの農地がリー

スにより利用されている現状もあることか

ら、現行の手法を継続することはやむを得

ないと考え、可能な限りの補助金額の削減

を図る。 

 まずは、公社と連携し、維持管理費の節

減が期待できる設備の活用等による補助金

額の削減手法を検討しているところ。 

【意見】補助対象の妥当性 

 補助対象として「…に要する経費」としている

が、このような定め方ではいかなる費用が事業に

要するものであるかが一義的でなく、「…に要する

経費」と定めるだけでは対象経費の範囲として漠

然不明確であり、広範なものとなるおそれがある。

人件費、材料購入費などできるだけ対象を交付要

綱上明確にしておくべきである。 

（農地整備課） 

補助金交付要綱を改定（Ｒ４.３月）し、

補助対象となる経費を明確にした。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

（農地整備課） 

本事業については、Ｒ３年度補助金から
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検査時に確認した内容を検査調書に記載

し、突合した資料を添付した。 

30．令和２年度県単農地有効利用支援整備事業補

助金 

【意見】目的の公益性 

本補助金は、国庫補助事業の対象とならないも

のを対象としているが、それが果たして「食料自

給力向上に資する」のか検討すべきである。 

（農地整備課） 

本事業は、国庫補助事業の対象とならな

い（受益面積や事業費など国庫補助事業の

採択要件を満たさない）小規模な基盤整備

を支援することにより耕作放棄を未然に防

ぎ将来にわたって農地を有効活用し、農業

生産活動を行うこととしており、このこと

をもって、食料自給率の向上に一定程度の

効果があると考えている。小規模基盤整備

に対する地域のニーズは今後もあることか

ら、引き続き、本事業を実施することによ

り、農家の農業生産意欲を継続させ、食料

自給率の向上に寄与したい。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本補助金は国庫補助事業の対象とならない簡易

な基盤整備を主としており、国庫補助事業を補完

するものであることから、本補助金単独での基準・

尺度の設定はしていないとの理由から尺度・基準

を設けていない。 

しかし、あえて県単の補助金を設けたのであれ

ば、そこには目的が存在し、効果も測定できるは

ずであり、尺度・基準の設定は必要である。 

（農地整備課） 

本事業の尺度・基準は、国庫補助事業の

活用ができない地域（受益面積５ha未満な

ど）等を対象として、本事業により簡易な

基盤整備等を行うことで農地・農業用施設

の機能保全を図り、引き続き農業生産活動

が行われることであると考える。 

【意見】その他① 

耕作放棄地を未然に防ぐための補助金であり、

補助金を交付した後の農業の継続性が極めて重要

であるが、島根県は補助金を交付した後のフォロ

ーアップを行っていない。平成22年度から補助金

を支出しており、現状で耕作放棄地になっている

箇所はないとの回答を得たが、あらかじめ島根県

が把握していたわけではない。少なくとも補助金

を交付した後何年かは実施主体である市町村又は

土地改良区に現状報告をさせるべきである。 

（農地整備課） 

事業実施地区内において営農が継続され

ていることを確認するため、事業実施後

（例えば３年後など）に事業実施主体から

営農の現状報告（状況写真提出など）を行

うよう実施要綱の改正など検討する。 

【意見】その他② 

農業農村整備事業関係補助金交付要綱によれ

ば、契約をする場合は原則として一般競争入札に

よらなければならないとされているが、本件では

随意契約（いわゆる一社随契）となっていた。そ

の理由としては、松江市土地改良区が「実施する

工事は地元に密着した内容で、現地状況に精通し

た業者でなければ適切な施工及び品質確保ができ

ないため」、鹿足郡吉賀町土地改良区が「契約の相

手方の選定をするにあたり、農地の保全や作業効

率の向上を考慮すると過去に農地の改良等の実績

（農地整備課） 

補助金交付要綱にも規定しているとお

り、随意契約は可能であるが、相見積もり

などを徴収するなどして価格の妥当性を担

保するよう、事業実施主体への指導を徹底

する。 
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があり、現地の地形や農地の基盤状況等地域の状

況にも精通している者並びに地域からの信頼が厚

い者に作業を依頼することが事業目的を達成する

ためには重要」とのことであった。一応随意契約

とすべき理由は記載されていたが、他社でも施工

可能と考えられ、例えば相見積もりをとるなどし

て価格の妥当性を担保するような方法を検討すべ

きである。 

【意見】その他③ 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他④ 

本補助金の事業実施主体は「市町村又は土地改

良区」とされており、市町村に関しては消費税の

問題は発生しない。しかし土地改良区については

消費税の課税事業者であるかどうかの確認が網羅

的に行われているわけではない。本件の土地改良

区はすべて消費税の免税事業者であったため問題

はなかったが、補助金を税抜で交付するのか税込

で交付するのかを効率的に把握するため、補助対

象者に対して消費税の課税事業者か否かに関する

書面を提出させるべきである。 

（農地整備課） 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

31．令和元年度県単ため池安全確保事業補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

本補助金は、農地の防災及び保全等のための、

ため池等整備事業であることから、尺度・基準は

設定されていない。しかし、補助事業として実施

するということは、農業政策に関する目的の公益

性があると考えられ、成果がない場合は補助金の

必要性に乏しいということになる。このため、島

根県は、目的達成の尺度・基準の設定を検討する

ことが望ましい。 

（農地整備課） 

本事業の目的は、農業用ため池下流の農

地や農村集落等の安全・安心の確保を促進

するものであり、営農の継続や集落が維持

されることなどをもって事業の目的が達成

されるものと考える。 

このため、この確認内容や方法等の検討

を行う予定。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

本補助金は、ため池下流地域における安全・安

心の確保を促進することが目的であるため、実際

に安全・安心の確保が図られたか等の達成状況を

確認できるような尺度・基準が考えられる。設定

が困難な場合は、定性的な情報を含めた成果の把

握方法や把握内容を検討することが望ましい。 

（農地整備課） 

本事業の目的は、農業用ため池下流の農

地や農村集落等の安全・安心の確保を促進

するものであり、営農の継続や集落が維持

されることなどをもって事業の目的が達成

されるものと考える。 

このため、この確認内容や方法等の検討
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を行う予定。 

【意見】その他 

補助事業等検査調書（事業名：令和元年度県単

ため池安全確保事業、事業主体名：出雲市、金額

3,700,000円）について、どのような検査の手続き

を実施したか、どのような証拠と突合して確認し

たか、それによって補助対象事業の何が（支出額、

完了時期、施行状況など）適切と判断したかなど

が不明である。調書はどのような検査を実施した

結果、適切と判断したか等を明らかにするもので

あるため、実施した検査手続きや確認した証拠も

含め詳細に記録して残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

32．令和２年度県単ため池安全確保事業補助金 

【意見】目的の公益性 

令和２年度に実施された松江市内馬地区の護岸

補修工事は、個人の畑が崩れる可能性があったと

の理由で実施されている。島根県からの補助金が

1,273千円交付されているが、上記畑の個人救済の

色合いが濃く、ため池所有者である松江市自身が

補修すべきであったのではないかと考える。島根

県としては防災重点農業用ため池1,305 箇所の防

災工事等の実施にあたっては、優先順位を付けて

適切に対策を講じていく状況にあることから、工

事等の公益性や優先性及び工事費用の金額的な面

も考慮したうえで、島根県からの補助の必要性を

判断すべきであり、補助金の公益性についての島

根県の説明責任を果たす観点からも、島根県から

の補助の必要性は慎重に検討すべきと考える。 

（農地整備課） 

内馬ため池は、決壊等により下流の家屋

や隣接する県道等への影響が懸念される防

災重点農業用ため池に指定されている。 

今回浸食を受けた護岸の直接的な背後地

は個人所有の農地であるが、浸食が進行す

ればその背後の市道や耕作道路、山林等に

も被害が及ぶ可能性があり、また、被害拡

大に伴うため池内への土砂流入による貯水

量の減少や取排水施設の閉塞、ため池下流

域への土砂流出等、広範囲への影響拡大が

懸念されるため、防災重点農業用ため池で

あることも考慮のうえ、本事業による補助

が必要と判断したものである。 

今後も補助の必要性等について現地状況

や下流域への影響度等を基に慎重に判断し

ていく考えである。

【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

本補助金は、農地の防災及び保全等のための、

ため池等整備事業であることから、尺度・基準は

設定されていない。しかし、補助事業として実施

するということは、農業政策に関する目的の公益

性があると考えられ、成果がない場合は補助金の

必要性に乏しいということになる。このため、島

根県は、目的達成の尺度・基準の設定を検討する

ことが望ましい。 

（農地整備課） 

本事業の目的は、農業用ため池下流の農

地や農村集落等の安全・安心の確保を促進

するものであり、営農の継続や集落が維持

されることなどをもって事業の目的が達成

されるものと考える。 

このため、この確認内容や方法等の検討

を行う予定。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

本補助金は、ため池下流地域における安全・安

心の確保を促進することが目的であるため、実際

に安全・安心の確保が図られたか等の達成状況を

確認できるような尺度・基準が考えられる。設定

が困難な場合は、定性的な情報を含めた成果の把

握方法や把握内容を検討することが望ましい。 

（農地整備課） 

本事業の目的は、農業用ため池下流の農

地や農村集落等の安全・安心の確保を促進

するものであり、営農の継続や集落が維持

されることなどをもって事業の目的が達成

されるものと考える。 

このため、この確認内容や方法等の検討
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を行う予定。 

【意見】目標値の妥当性 

 補助金の効果測定の尺度・基準を設定したうえ

で適切な目標値を設定すべきである。 

（農地整備課） 

定量的な尺度の設定は困難であり、営農

の継続や農村集落等が維持されることをも

って事業の目的が達成されると考えてお

り、この確認内容や方法等について、検討

を行う予定。 

【意見】その他 

補助事業等検査調書（事業名：県単ため池安全

確保事業、事業主体名：松江市、金額1,400,000円

及び1,900,000円）について、どのような検査の手

続きを実施したか、どのような証拠と突合して確

認したか、それによって補助対象事業の何が（支

出額、完了時期、施行状況など）適切と判断した

かなどが不明である。調書はどのような検査を実

施した結果、適切と判断したか等を明らかにする

ものであるため、実施した検査手続きや確認した

証拠も含め詳細に記録して残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

33．令和２年度淡水化代替水源対策助成交付金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

本補助金は、宍道湖・中海淡水化に替わる水源

確保のための農業用用水施設の整備事業であるこ

とから、尺度・基準は設定されていない。しかし、

補助事業として実施するということは、農業政策

に関する目的の公益性があると考えられ、成果が

ない場合は補助金の必要性に乏しいということに

なる。このため、島根県は、目的達成の尺度・基

準の設定を検討することが望ましい。 

（農地整備課） 

本補助金は、国営事業による淡水化の中

止に伴い、代替水源の確保対策となる県営

事業（以下「代替事業」という）を円滑に

実施するため、本補助金により地元負担の

一部（代替事業に係る増加分）を交付（償

還時）するものである。 

本補助金の目的は、代替事業の実施によ

り淡水化に替わる水源を確保することであ

り、同事業は平成29年度までに全て完了し

ており、目的が達成されているため、補助

金の交付時点において、目的達成の尺度等

を設定することは困難であると考える。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

本補助金においては、水源確保のための農業用

用水施設の整備がどの程度進み、どの程度水源が

確保できたか等の達成状況を確認できるような尺

度・基準が考えられる。定量的な設定が困難な場

合は、定性的な情報を含めた成果の把握方法や把

握内容を検討することが望ましい。 

（農地整備課） 

 同上 

【意見】目標値の妥当性 

補助金の効果測定の尺度・基準を設定したうえ

で適切に効果測定していくべきである。 

（農地整備課） 

同上 

【意見】その他① 

本補助金について島根県農林水産基本計画（令

和２年度～令和６年度）には特に盛り込まれてい

ない。しかし、島根県からの補助金の交付がある

（農地整備課） 

本事業の目的である水源確保のための施

設整備は全て完了しており、進捗状況等確

認するすべがなく、将来目標である基本計
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以上、交付目的の公益性があると考えられ、島根

県の農業政策上も重要な事業である。したがって、

島根県の農林水産基本計画にも盛り込み、取り組

みの必要性や進め方のポイント、事業の重要性や

進捗状況などを含め、事業の内容等を島根県民に

広く周知し、より理解を深めてもらう工夫も必要

と考える。 

画にもなじまないと考える。 

【意見】その他② 

 検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農地整備課） 

国営事業よる淡水化事業と県営事業等に

よる代替事業の地元負担金の差額（増加

額）について、本補助金により助成するも

のであり、検査する事項がないことから、

検査調書を作成していない。 

34．県民参加の森づくり事業費交付金 

【意見】目的の公益性 

本補助金の効果測定の尺度・基準として「活動

参加人数」を設定しているのであれば、「活動参加

人数の増加」等を目的に織り込むべきである。 

なお、県民と協働して実施する県民参加の森づく

り事業を推進し、もって水を育む緑豊かな森を次

世代に引き継ぐという目的の公益性に問題はな

い。 

（林業課） 

水を育む緑豊かな森を次世代に引き継ぐ

ためには、森林保全活動への参加者、活動

団体、整備面積の増加等を図っていく必要

があるため、それらの活動を支援する本事

業を推進することとし、補助事業の目的に

明記していることから、補助事業の目的を

変更する必要はないと考えている。  

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

活動参加人数は本補助金の効果測定の尺度・基

準ではなく手段（方法）であるため、例えばアン

ケートの満足度調査を点数化する、この事業に参

加した経験のある林業就業者数、県産材利用者数

など客観的に測定できるものとすることが望まし

い。 

（林業課） 

本事業は、県民と協働して森づくりを推

進し、水を育む緑豊かな森を次世代に引き

継ぐことを目的としているため、本事業の

活動参加人数の把握は、事業の達成度を測

る尺度として重要であると考えている。 

 なお、県では定期的に、水と緑の森づく

り事業に係る県民向けのアンケートを行っ

ており、県民からの本事業に対する評価や

要望等を把握し、適宜必要な制度の見直し

等を行っている。

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

35．飯南町地域振興交付金（施設改修交付金） 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準は設定されていないが、本交付金の

（林業課） 

本交付金は研修館等を活用した地域振興

施策が推進されることを目的としている
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目的が、研修館等の活用も目的とすることからす

れば、研修館等の活用状況を尺度・基準として設

定した上で、評価を実施することが望ましい。 

が、その施策、研修館等の活用方法は飯南

町が主体となって継続的に企画・実施され

るものである。 

 このことから、研修館等の活用状況に予

め一定の尺度、基準を設定して、その達成

度を測ることは、町の主体性に制限を掛け

ることとなり、適当ではないと考える。 

 なお、県においても研修館等の利用状況

の把握は必要と考えるため、今後、飯南町

から研修館等の利用実績の提出を求めるこ

ととした。（H30～R2：提出済み）

【意見】目標値の妥当性 

上記で尺度・基準を設定した上で、適当な目標

値を設定することが望ましい。 

（林業課） 

尺度・基準を設定することが困難である

ため、目標値は設定できない。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

36．飯南町地域振興交付金（負担軽減交付金） 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準は設定されていないが、本交付金の

目的が、研修館等の活用も目的とすることからす

れば、研修館等の活用状況を尺度・基準として設

定した上で、評価を実施することが望ましい。 

（林業課） 

本交付金は研修館等を活用した地域振興

施策が推進されることを目的としている

が、その施策、研修館等の活用方法は飯南

町が主体となって継続的に企画・実施され

るものである。 

 このことから、研修館等の活用状況に予

め一定の尺度、基準を設定して、その達成

度を測ることは、町の主体性に制限を掛け

ることとなり、適当ではないと考える。 

 なお、県においても研修館等の利用状況

の把握は必要と考えるため、今後、飯南町

から研修館等の利用実績の提出を求めるこ

ととした。（Ｈ30～Ｒ２：提出済み） 

【意見】目標値の妥当性 

上記で尺度・基準を設定した上で、適当な目標

値を設定することが望ましい。 

（林業課） 

尺度・基準を設定することが困難である

ため、目標値は設定できない。 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項
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を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

37．原木流通円滑化緊急対策事業費補助金 

【意見】目的の公益性 

中間土場は伐採した木材の一時保管場所である

が、土場を整備（例えば、アスファルト舗装）す

ることにより、伐採した木材に土がつかず木材の

曲がりや品質を判別する仕分作業が確実に行えた

り、裁断の際に機械を傷めずに済んだり、木材を

湿気から守ることができたりする。そのため、中

間土場をアスファルト舗装することで伐採した木

材の価値を高めることができる。中間土場を整備

することの意義はここにあり、そのような意義は

コロナ禍においてはじめて生じたというものでは

ない。「林業活動の規模自体が縮小することのない

よう、原木の一時保管場所となる中間土場の整備

を支援する」とするが、林業活動の規模は木材の

需要との関係で決まるものであり、保管場所の多

寡で決まるものではない。中間土場自体は恒久的

な施設であり、その整備の支援自体、コロナ禍と

いう一時的な事象に対応するための措置とは言い

難い。 

いずれにしてもコロナ禍を安易に理由にしてい

るきらいがある。中間土場の整備の意義は先ほど

述べたとおりであり、木材の価値を高めるために

は今後も整備が望まれるものである。そうである

ならば、一時的な事情を理由にせず、きちんと整

備を進めていくべきであろう。 

（林業課） 

当該事業は既に終了しているため、今後

の事業構築の参考にしたい。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

「原木流通円滑化緊急対策事業実施要領第13に

より、達成状況の報告」という尺度・基準は要す

るに本補助金の対象の中間土場の整備の進捗度合

というだけで、本補助金によりどのような効果が

あったのかという点では何の尺度・基準にもなっ

ていない。 

中間土場はそれを整備すること自体が目的では

なく、それが原木生産に利用されてこそ意味があ

る。そこで、中間土場における原木保管量又は中

間土場を経由して市場に出た原木量を尺度・基準

とすべきである。 

（林業課） 

当該事業は既に終了しているため、今後

の事業構築の参考にしたい。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

そもそも中間土場の整備状況の把握がされてお

らず、目標値を立てる意識が乏しい。中間土場の

（林業課） 

原木増産に向けた施策を進行中で、必要

があれば推計等していく。 
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意義は先ほど述べたとおりであり、計画的な支援

が望まれるところである。中間土場がどれくらい

必要か把握することは困難とのことだが、森林作

業道については整備目標がある。概算であっても

中間土場の必要面積を推計するなどして、整備目

標を設定すべきである。 

目標値を設定できない理由として、「新型コロナ

ウィルスによる木材取引の低迷への一時的な対応

のため」としているが、中間土場自体は恒久的な

施設であり、その整備支援を一時的対応と位置付

けるのはナンセンスである。 

【意見】その他① 

交付要綱上は中間土場の規格構造が定められて

いるが、整備された中間土場がその規格構造に適

合しているか否かの点検はされていない。交付要

綱で規格構造を定めている以上、サンプル調査な

どの手法により整備された中間土場について規格

構造に合致するか否かを確認することが望まし

い。 

（林業課） 

当該事業は終了しているため、今後の事

業構築の参考にしたい 

【意見】その他② 

 検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

38．島根県林業公社長伐期施業転換推進事業補助

金 

【意見】目的の公益性 

 本補助金の目的は、長伐期施業転換に伴う分収

林契約変更にかかる経費の補助であるが、これは

林業公社支援事業の取組みの一つとして実施され

ている。林業公社支援事業の目的は、林業公社を

支援し経営の安定化を図ることにより森林資源の

充実を図ることである。森林資源の充実という目

的の公益性はあると考えられるが、特定の公社の

経営支援自体に目的の公益性が認められるかにつ

いては疑問がある。補助金の必要性については、

一法人の経営努力と補助金による支援とのバラン

スを慎重に検討していくべきである。 

（林業課） 

公益社団法人島根県林業公社は、主に

県、市町の出資により設立し、これまで本

県の人工林面積の11％に相当する約2.1万ha

の森林の造成・管理を行っており、設立の

目的である森林資源の充実による公益的機

能の高度発揮や雇用創出等による農山村地

域の振興等に重要な役割を果たしている。 

 林業公社の分収造林事業は、造林から主

伐により収益を得るまで約80年もの長期間

を要することから、自立的運営が可能な収

益が確保できるまでの間、林業公社の経営

安定化や森林整備に必要な経費を貸付や補

助事業により支援することで、森林の公益

的機能の維持増進や県産木材の安定供給、

雇用創出等を図ることを目的としており、
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林業公社支援事業は公益性のある事業であ

ると考えている。 

 林業公社支援事業の取組の１つとして実

施している本事業は、公益的機能の持続的

発揮が期待される長伐期施業への転換のた

め、約7,000人の土地所有者との契約変更手

続きに係る経費の支援を行うものであり、

円滑な実施を図るために支援が必要である

と考えている。

【意見】補助対象の妥当性 

 補助対象者は公益社団法人島根県林業公社のみ

であるが、島根県内の各森林組合なども、森林所

有者の森林経営のために経営指導、施業の受委託、

共林産物の加工・販売など様々な事業を行ってお

り、我が国における森林整備の中心的な担い手と

なっている。このため、長伐期施業を積極的に進

める上では、補助対象者を公社に限定せず、森林

組合や他の民間業者も含め、幅広く対象とするこ

とを検討すべきである。 

（林業課） 

本事業は、公益性の高い事業を行ってい

る林業公社の分収契約地について長伐期施

業への転換を支援し、森林の公益的機能の

多面的発揮と公社事業経営の安定化を推進

することを目的としており、支援対象は林

業公社のみであると考えている。 

【意見】その他① 

検査調書には検査野帳が添付され、検査結果と

して、検査員が確認した証拠類の名称の記載はあ

るが、実績金額が補助金の交付目的のためにのみ

支出されたことを、どのように確かめたか不明で

ある。また、実績報告書に添付されている事業費

精算書の各支出額にチェックマークは付されてい

るが、どのような証拠と支出額を突合したか不明

である。検査調書及び検査野帳等は、当該支出が

適切であることを客観的に示すものであるとこ

ろ、各支出金額の適切性に係る確認証拠、判断過

程、判断根拠を詳細に記録し残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

【意見】その他② 

交付要綱には、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書に関する規定がない。当該規定

がなければ、島根県が補助対象事業者についての

消費税申告義務の有無や、課税方式などを把握し

て、仕入控除税額の有無を判定する必要がある。

しかし、これでは島根県における補助金交付事務

が非効率になるとともに、本来返還されるべき補

助金の一部が返還されない可能性がある。公益法

人等であっても仕入控除税額が発生するケースも

あるため、仕入控除税額報告書に関する規定は補

助金の交付要綱に定め、補助対象事業者からその

報告を受けることを原則的な取扱いとすべきであ

る。 

（林業課） 

現在のところ規定はないが、本年度中に消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報

告書に関する規定を設ける方向で検討中で

ある。 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。 
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39．島根県林業公社不成績林等処理対策事業補助

金 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは判断過程や根拠が明ら

かでないので、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

40．循環型林業に向けた原木生産促進事業費補助

金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

本補助金の効果測定のための尺度・基準が定め

られていない。本補助金は「利用期を迎えた森林

の主伐を促進し、県産原木の供給力を高めること」

を目的の一つとしているため、補助金の効果は、

その目的の達成度を図らなければわからない。ま

た、期待される効果が発揮されているか否かは、

交付の継続や中止の判断基準になると考える。し

たがって、例えば主伐の促進や原木の供給に関連

する尺度を設定して効果測定すべきである。 

（林業課） 

事務事業のＫＰＩに県産原木の供給力を

示す原木生産量を計上していないが、ＫＰ

Ｉの他に参考とすべきデータ欄に、原木生

産量を記載し、その達成度を計っている。 

【意見】目標値の妥当性 

農林水産基本計画73頁（製材用原木の需要拡大

と安定供給）では、５年後の目指す姿として、「人

工林1ha当たりの原木販売額を５%アップ」、「令和

６年度までに２製材工場を新設し、県内製材工場

の原木需要量を現状の100千 から131千 に増

加」という成果指標を掲げ、その結果、生産する

原木のうち製材用原木の割合を現状12%から17%以

上に引き上げることを目指している。 

したがって、補助金の効果測定に係る尺度・基準

を定めるに当たっては、農林水産基本計画で掲げ

ている指標及び本補助金自体の目的に整合した目

標値を設定して効果測定することが必要である。 

（林業課） 

事務事業のＫＰＩにご指摘の以下の項目

の追加を検討する。 

・ 製材工場の原木需要量 

・ 製材用原木の取引割合

【意見】その他① 

 補助事業等完了検査報告書、補助事業等検査調

書、検査状況写真について、検査時の写真や農林

局長、林業部長など関係者の確認印が押印されて

はいるが、どのような検査の手続きを実施したか、

どのような証拠と突合したか、それによって補助

対象事業の何が（支出額、完了時期、施行状況な

ど）適切と判断したかなどが不明である。検査調

書は当該支出が補助金の交付目的に照らして適切

であることを客観的に示すものであるところ、各

支出金額の適切性に係る判断過程、判断根拠を詳

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 
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細に記録し残すべきである。 

【意見】その他② 

交付要綱には、消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額報告書に関する規定がない。当該規定

がなければ、島根県が補助対象事業者についての

消費税申告義務の有無や、課税方式などを把握し

て、仕入控除税額の有無を判定する必要がある。

しかし、これでは島根県における補助金交付事務

が非効率になるとともに、本来返還されるべき補

助金の一部が返還されない可能性がある。 

公益法人等であっても仕入控除税額が発生するケ

ースもあるため、仕入控除税額報告書に関する規

定は補助金の交付要綱に定め、補助対象事業者か

らその報告を受けることを原則的な取扱いとすべ

きである。 

（林業課） 

改正し交付要綱に規定済み。 

補助事業者が課税事業者であるのか免税

事業者であるかの確認については、書面提出

やチェックリストを用いるなどの方法によ

り、確実に確認していく。

41．令和元年度原木搬出作業道開設事業費補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

尺度・基準として森林作業道開設の距離数を設

けている。森林作業道の整備状況を把握するため

には必要なことではあるが、本補助金の目的は主

伐の促進にあるので、森林作業道を利用して主伐

された木材の生産量を尺度・基準とすることを検

討すべきである。 

（森林整備課） 

当該事業は終了しているため、今後の事

業構築の参考にしたい。 

【意見】目標値の妥当性 

 上記尺度・基準に沿った目標値を設定すべきで

ある。 

（森林整備課） 

当該事業は終了しているため、今後の事

業構築の参考にしたい。 

【意見】その他 

本補助金を利用して開設された森林作業道が主

伐のために現に利用されているか確認していな

い。本補助金の目的は主伐の促進にあるので、サ

ンプル調査などの手法により整備された森林作業

道について主伐に利用されているのか確認するこ

とが望ましい。 

（森林整備課） 

当該事業は終了しているため、今後の事

業構築の参考にしたい。 

42．令和元年度（元年災）県単林地崩壊防止事業

補助金 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは判断過程や根拠が明ら

かでないので、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。

43. 令和２年度災害被害森林復旧対策事業補助金 

【意見】その他① 

本補助対象事業でいう「災害」については、実

（森林整備課） 

本補助事業の対象となる「災害」につい

て、実態を踏まえ、災害の定義を地震等も
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施要領において「気象災害」と明記されている。

一般的に、「気象災害」は大雨、強風、雷などの気

象現象によって生じる災害を意味しているとこ

ろ、本補助金でいう「災害」は、例えば地震によ

る災害も対象としており、「気象災害」に限られな

い。そのため、実施要領で定める「災害」の定義

と実際に対象となる災害の内容とが一致していな

いため、本補助金の「災害」の定義について実績

に即した定義に修正すべきである。 

対象となるよう「気象災害」から「自然災

害」に改め、関係規定を改正。 

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

44．令和２年度林業種苗供給力強化事業補助金 

【指摘事項】その他① 

事業実施要領第2において、「事業は原則として

競争入札に付すものとする。なお、競争入札によ

り難い場合は、その理由を明らかにし、随意契約

によることができる。」とされている。しかし当補

助金の交付対象となった契約について、理由が付

されずに随意契約とされているものが存在した。

これは、当要領に違反している。 

地方公共団体が随意契約とする場合には、地方

自治法施行令等によらなければならない。本補助

金の補助対象者は地方公共団体ではないが、本要

領は上記地方自治法施行令の趣旨を踏まえた規定

であると考えられ、随意契約によらざるを得ない

理由足りうるかを判断するためにも、その理由の

記載は必要である。 

（森林整備課） 

事業実施主体へ随意契約による場合の理

由書の提出を徹底させる。 

また、事業実施主体が入札方式を県に報

告する規定（例規改正）を検討する。

【意見】その他② 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。 

45．令和２年度林内路網整備事業費補助金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性① 

（森林整備課） 

林業専用道と森林作業道の路網ネットワ
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尺度・基準として森林作業道開設の距離数を設

けている。森林作業道の整備状況を把握するため

には必要なことではあるし、本補助金の目的の一

つである「林業専用道と森林作業道のネットワー

クを整備」を把握することにもつながる。ただ、

「林業専用道と森林作業道のネットワーク」とい

うことであれば、その接続状況が分かる尺度・基

準とすべきである。 

ークを整備し、原木生産の効率化により、

「原木生産と再造林の低コスト化」を図る

ことを目的としているため、「目的」の達成

度を測るための尺度・基準として、原木生

産コストを低減した事業体の割合及び再造

林コストを低減した事業体の割合とする。 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性② 

本補助金の目的の一つは「原木生産と再造林の

低コスト化を図ること」にあるので、森林作業道

を利用して主伐された木材の生産量を尺度・基準

とすることを検討すべきである。また、「原木生産

と再造林の低コスト化」を目的としているので低

コスト化したか否かを図る尺度・基準を設けるべ

きである。 

（森林整備課） 

当該補助金交付による「目的」の達成度

を測るための尺度・基準として、原木生産

コストを低減した事業体の割合及び再造林

コストを低減した事業体の割合を検討す

る。 

【意見】目標値の妥当性 

上記尺度・基準に沿った目標値を設定すべきで

ある。 

（森林整備課） 

森林作業道を接続した林業専用道の路線

数、原木生産コストを低減した事業体の割

合、再造林コストを低減した事業体の割合

を目標値に設定を検討する。 

【意見】その他① 

本補助金を利用して開設された森林作業道が主

伐のために現に利用されているか確認していな

い。本補助金の目的は主伐の促進にあるので、サ

ンプル調査などの手法により整備された森林作業

道について主伐に利用されているのか確認するこ

とが望ましい。 

（森林整備課） 

衛生画像を活用した伐採地等を抽出する

プログラム（林野庁開発）を用いて、伐採

状況のサンプル調査を検討する。 

【意見】その他② 

交付要綱上は５年以内の用途変更を禁止してい

る。本補助金を利用して整備された森林作業道に

ついて用途変更がないかの確認をしていない。用

途変更禁止違反の場合、補助金の返還の問題が生

じるのであるから、用途変更の有無について現地

確認をすべきである。 

（森林整備課） 

補助金の交付決定に際し、５年内に知事

の承認を受けないで転用し、又は用途変更

してはならない条件を付しており、適正な

手続きが行われるよう補助事業者を指導す

る。 

46．令和２年度（２年災）県単林地崩壊防止事業

補助金 

【意見】その他 

検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

（農林水産総務課） 

検査調書の記載内容について、以下の運用

を部内各所属に周知した。 

① 軽易なものについては検査調書を伺

う中で、その伺い文の中に確認した事項

を記載すること。 

② 上記①の方法によりがたい場合はチ

ェックリスト等の活用により、何と突

合したかわかるようにしておくこと。

47．令和２年度間伐小径木搬出促進事業補助金 （森林整備課） 
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【意見】その他 

 検査調書の記載だけでは何と突合して適切と判

断したのか判断過程や判断根拠が明らかでないの

で、その記録を残すべきである。 

当該事業は終了しているため、今後の事

業構築の参考にしたい。

48．浜田地区水産振興対策事業交付金 

【意見】尺度・基準の内容の妥当性 

補助金の目的達成度を測るための尺度・基準を、

高度衛生管理型荷さばき施設整備による浜田地区

まき網漁業・沖合底引き網漁業の生産額としてい

るが、現在稼働している７号荷捌き施設はまき網

漁業を対象としており、沖合底引き網漁業は現在

整備工事が始まっている４号に裁き施設が対象と

するものである。したがって、７号荷捌き施設に

対する補助金の目的達成度を測るためには浜田地

区まき網漁業の生産額を尺度とし、沖合底引き網

漁業の生産額は含めないようにすることが望まし

い。 

（水産課） 

今回の尺度・基準は、県の事務事業評価

のＫＰＩとしている。このＫＰＩの設定期

間は、島根創生計画のＲ２～Ｒ６年度とな

るため、まき網漁業に加え、Ｒ５年４月に

高度衛生管理型荷捌き所が稼働予定の沖合

底びき網漁業の生産額も含めている。 

【意見】目標値の妥当性 

補助金の目的達成度を測るための尺度・基準に

ついて、その実績値が目標値を下回っている場合

に、島根県としては特段の検討はなされていない

とのことである。しかし、過疎対策事業債の償還

金を補助しているということは、実質的には高度

衛生管理型荷さばき施設の整備費用の一部を補助

していることと同じであり、施設整備の効果測定

に積極的に関わるべきと考える。事業実施主体で

ある浜田市において効果測定と対応の検討がなさ

れている場合は、その内容等を把握して、必要に

応じて協議・指導・助言等を行うなどの対応が必

要と考える。 

（水産課） 

目標の達成度については、事務事業評価

の中のＫＰＩ評価として評価している。今

後も「浜田漁港高度衛生管理推進協議会」

等を通じて浜田市を含めた関係者と協力し

ながら、目標の達成に向け取り組んでい

く。 

（参考：Ｒ３年度事務事業評価） 

①課題 

高度衛生管理型荷さばき施設を活用し

た、生産から流通までの適切な高度衛生

管理の徹底。 

②方向性 

高度な衛生管理が実践されるよう、今

後も定期的に「浜田漁港高度衛生管理推

進協議会」の開催し、検証等を行う。 

【意見】その他① 

交付要綱では補助金交付の目的を「浜田漁港の

活性化及び県西部全体の活性化」としているが、

これでは荷さばき施設を整備したことによる効果

との関係や、活性化の具体的中身が不明瞭である。

浜田漁港の活性化及び島根県西部全体の活性化を

補助金の目的として位置付けること自体が問題で

はないが、当該施設整備により、直接的に期待さ

れる効果が、外来船の誘致促進、陸揚量の増加、

付加価値の向上（水産物の品質低下防止）と魚価

の安定にあるならば、交付要綱に定める補助金交

（水産課） 

交付要綱第２条（目的）に、直接的に期

待される効果として県の事務事業評価のＫ

ＰＩである「浜田地区まき網漁業・沖合底

びき網漁業の生産額（を増加させ）」との文

言を明記し、直接的に期待される効果を明

示した。 
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付の目的においては、そのことを明示し、補助金

の効果測定との関係を明確にすべきと考える。 

【意見】その他② 

浜田地区水産振興事業における７号荷捌き所

（まき網用）については、浜田市を事務局として

施設利用者で構成される「浜田漁港高度衛生管理

推進協議会」が設置され、衛生管理体制の構築・

運営を推進していくこととされている。島根県は

当該施設の直接的な利用者ではないが、補助金を

交付している立場であり、また、浜田漁港は浜田

市のみならず島根県の水産業の発展にとっても極

めて重要であることから、施設整備の効果に対す

るモニタリングを含めて、当該協議会への積極的

な関与がますます必要と考える。さらに、今後整

備される4号荷捌き所（沖合底引き用）に対して、

7号荷捌き所の整備・運営上の課題が生かされてい

るかについても、島根県として積極的にモニタリ

ングしていく必要があると考える。 

（水産課） 

島根県は「浜田漁港高度衛生管理推進協

議会」の構成員となっており、衛生管理体

制の構築・運営に取り組んでいる。 

今後も当該協議会に積極的に関与し、目

的の達成に向け取り組んでいく。

【意見】その他③ 

水産庁は漁港における衛生管理対策の優良事例

として全国各地の漁港の取り組み事例やその効果

の内容を取りまとめている。これらの漁港の取り

組みや効果に関する情報収集を島根県としても行

い、関係者間での情報共有や今後の対応協議等に

積極的に関与していくことが望ましい。 

（沿岸漁業振興課） 

全国の高度衛生管理型荷捌き施設等での

取組や効果について収集し、「浜田漁港高度

衛生管理推進協議会」等を通じて関係者に

情報提供する。 
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号外第128号 島 根 県 報 令和４年11月１日

島根県監査委員公表第４号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第７項の規定により実施した令和３年度財政的援助団体等監査の結果に基

づき講じた措置について、島根県知事から通知があったので、同条第14項の規定により次のとおり公表する。

令和４年11月１日

島根県監査委員 白 石 恵 子

同 加 藤 勇

同 山 口 和 志

同 三 島 明
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令和３年度財政的援助団体等監査の結果に基づき講じた措置の内容 

監 査 結 果 措 置 の 内 容 

Ⅰ 総括 

 県の施策の達成に向けた団体と所管課の十

 分な連携等 

ア 各団体間の連携 

各種の施策をより効果的なものとするため

には、各団体と所管課に留まらず、関連する

機関との十分な連携が必要である。 

今回の監査では、例えば、（公財）ふるさと

島根定住財団、（公財）島根県育英会や公立大

学法人島根県立大学において、それぞれが学

生向けの各種支援策を展開していた。 

地域を支え、地域で活躍する若者の人材育

成や県内定着・回帰に向けて、島根県立大学

やふるさと島根定住財団が参画する「しまね

産学官人材育成コンソーシアム」のように関

係機関の幅広い連携が図られているものがあ

る一方で、それぞれの団体と所管課が情報を

共有し、一層連携を深めて事業を構築してい

く必要があると考えられるものも見受けられ

たところである。 

ついては、各団体及び所管課においては、

所管団体の事業執行に当たり、他の団体と協

働してあるいは調整してできないかなど、横

断的な視点を持って十分に連携が図られるよ

う努められたい。 

イ 各団体の人材確保・人材育成

各団体の事業の実現には、専門性を高める

とともに、蓄積されたノウハウを継承してい

くために必要な人材の確保と人材育成も重要

である。 

今回の監査では、例えば、（公財）島根県建

設技術センターや島根県土地開発公社におい

て、将来の職員の人材不足をそれぞれが課題

と認識し、人材の確保に鋭意取り組んでいる

状況が見られた。 

しかしながら、個々の取組では抜本的な解

決には至っておらず、また、人材育成には相

 県の施策の達成に向けた団体と所管課の十

分な連携等 

 ア 各団体間の連携 

（人事課、該当所管課、該当団体） 

外郭団体は経営評価を、指定管理者は業

務評価をそれぞれ毎年度実施し、所管課と

団体とが課題を共有した上で、各種施策が

より効果的なものとなるよう取り組んでい

るところ。 

各団体間や所管課間においても、こうし

た経営評価や業務評価といった業務を見直

す機会を活用しながら、連携を図ることで

効果的な事業執行ができるよう努めてい

く。 

イ 各団体の人材確保・人材育成

（人事課、該当所管課） 

各団体の人材確保については、一義的に

は各団体において検討すべき事柄ではある

が、団体の健全な運営が図れるよう、各団

体が抱える課題の把握に努めるとともに、

必要に応じて支援を行っていく。 

各団体の人材育成については、これまで、

団体職員と県職員の人事交流や、出資団体

等23団体で構成する島根県公社等協議会を

通じ、自治研修所が開催する選択研修の受

講機会を提供しているが、研修のあり方に
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当な期間も必要となると考える。 

ついては、所管課は、各団体の将来的な人

材確保について、各団体とともに計画的な検

討に努められたい。 

また、各団体の人材育成について、人事課

や自治研修所で開催している研修のオンライ

ンでの受講などについて、経費負担も含め検

討されたい。 

 指定管理者制度導入施設 

 ア 不測の事態における指定管理者との十分

な協議、調整 

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、公

の施設においては、感染予防、拡大防止の観点

から、施設の休館や利用範囲の縮小を余儀な

くされたほか、各種イベントの中止、縮小等の

影響が発生した。 

そうした影響による指定管理料の額の変更

については、昨年度の監査意見において、実

態を把握し、基本協定書のリスク分担の解釈

も含め、県と指定管理者で十分な協議を行う

など、適切に対応されたい旨、意見を付した

ところである。 

令和２年度においては、新型コロナウイル

ス感染症による指定管理業務への影響は、基

本協定書第36条に定める不可抗力の発生とし

て取り扱うこととされ、指定管理者との協議

及び覚書の締結の上、適切に対処されたもの

である。 

ついては、令和３年度以降においても新型

コロナウイルス感染症などのような予見でき

ない不可抗力の発生に当たっては、指定管理

料の額の変更など指定管理者との十分な協議

を行い、調整の上、引き続き適切に対応され

たい。 

イ コロナ後を見据えた公の施設の利活用

促進 

公の施設については、令和２年度は、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大による

外出控えや、県からの感染拡大防止策とし

ついて、引き続き検討していく。

 指定管理者制度導入施設 

 ア 不測の事態における指定管理者との十分

な協議、調整 

（人事課、財政課、該当所管課）

新型コロナウイルス感染症などのよう

な予見できない不可抗力の発生について

は、基本協定書の定めに基づき、指定管理

者と十分に協議を行う。 

なお、令和３年度の指定管理料の増減が

必要となる場合は、令和２年度の取り扱い

と同様に、翌年度の指定管理料において調

整することとしている。 

イ コロナ後を見据えた公の施設の利活用 

促進 

（人事課、該当所管課、該当団体） 

多くの施設でコロナウイルスの感染状況

を踏まえた工夫した取組が行われている。 
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ての施設に対する休館要請、また、施設自

らも対応策として各種イベントを中止する

等により利用者の減少が見られたところで

ある。そうした中、施設によっては、次のよ

うな取組が見られた。 

・ オンライン予約・決済システムを導入

し、同一時間枠の人数上限を設定するこ

とでソーシャルディスタンスの確保を図

るなどして集客した事例 

・ 団体利用者が見込めないことから個人

利用者をターゲットとして、道の駅への

ポスター掲示及び割引チケットを組み込

んだパンフレット配置により利用者を誘

引し一定の集客に成功した事例 

・ イベント実施期間を週末開催から平日

を含む９日間の開催期間に変更し、かつ、

オンラインと会場での参加を両方可能に

して実施した事例 

また、利用者側において新型コロナウイ

ルス感染症の予防・拡大防止を念頭に置い

た次のような利用も見られた。 

・ 県内学校の修学旅行先として選定され

た事例、近隣小学校の遠足で利用された

事例 

・ 野外ステージを有する施設では、近隣

団体が吹奏楽練習場として利用された事

例や大学生による音楽ライブ開催が計画

された事例 

こうした事例を参考に、コロナ後を見据

え、新たな誘客活動を展開していくことや

イベント開催に向けた新たな手法の検討、

また、利用者側からの新たな利用方法に着

目した施設利用のＰＲや近隣の施設と連携

した情報発信をしていくことも重要であ

る。 

ついては、指定管理者と該当所管課にお

いては、施設面での感染防止対策を徹底し

た上で、更なる誘客活動や施設利用に向け

た情報発信を行い、公の施設の利活用の促

進に取り組まれたい。 

新型コロナウイルス感染症の影響が年度

を超えて長期化する中、引き続き感染防止

対策を徹底した上で、利用者の新たなニー

ズやコロナ後を見据え、誘客活動や情報発

信に努めていく。
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Ⅱ 個別 

１ （公財）しまね女性センター 

（所管課：女性活躍推進課）

 団体 

【意見】 

① 情報ライブラリー及び宿泊施設の有効活用 

情報ライブラリーには、男女共同参画に関

する書籍、ＤＶＤ、雑誌等を所蔵しており、館

外への貸出しもしている。書籍等は、郵送で

の貸出しや県立図書館、学校等へのパッケー

ジ貸出し、出前事業での貸出しもしていると

ころだが、情報ライブラリーが十分に活用で

きているとは言い難い状況にある。 

また、宿泊施設はコロナ禍により利用者が

激減しており、本来の宿泊施設の設置目的で

ある研修による利用率も低い状況にある。 

ついては、情報ライブラリーは県内の図書

館をはじめとした各施設への積極的な広報宣

伝活動等により、また、研修を目的とした宿

泊施設の活用は例えば、交流会を伴う宿泊研

修の開催等により、各施設の一層の有効活用

に努められたい。

 所管課 

【意見】 

① 施設の有効活用 

団体意見で述べたように、男女共同参画を

促進するための県の拠点施設である男女共同

参画センターに設置された情報ライブラリー

及び宿泊施設は、十分に活用できているとは

言い難い状況にある。 

ついては、今後とも、団体との連携を密に 

① 情報ライブラリー及び宿泊施設の有効活用 

1)情報ライブラリー 

   当財団のホームページ（以下、「ＨＰ」とい

う）で全ての蔵書が閲覧できるよう改善する。

また、専門性の高い当館蔵書を他の図書館

利用者にも利用していただけるよう他館との

連携を検討する。 

月例映画会時のパッケージ貸出や、企業の

社内研修用啓発ビデオの貸出も継続する。 

  新蔵書籍等の情報をＨＰのほかフェイスブ

ックでも発信し、利用の促進を図る。 

2)宿泊施設 

宿泊者数は、通常ベースの 3,000 人に対し、

令和２年度は約４割の 1,200 人、令和３年度

は約６割の 1,800 人であった。令和４年度は

約８割の 2,400 人、令和５年度に 3,000 人に

回復すると見込んでいる。令和４年８月現在、

通常ベースの同期比 76.8％となっている。こ

のままの利用が継続すれば、令和４年度目標

は達成すると思われる。引き続き、県の観光

キャンペーン等を活用しながら、ＳＮＳ等で

ＰＲすることにより利用促進を図る。 

   交流会を伴う宿泊研修の開催については、

主催事業において、現状、実施は困難である。

県連合婦人会等の各種団体に利用していただ

けるよう情報提供する。

① 施設の有効活用

 情報ライブラリーの活用については、上記

の利用促進策を広く周知できるよう、当課に

おいてもＨＰやＳＮＳ等の広報媒体を活用し

た情報発信を行うなど、財団と連携して取組

を行う。 

  なお、宿泊事業は財団の自主事業であるた 
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 して、情報ライブラリー及び宿泊施設が有効

活用されるように努められたい。 

め、財団における取組を尊重し、必要に応じ

て助言する。

２ （公財）島根県育英会 

（所管課：総務課、学校企画課） 

 団体 

【意見】 

①  学生会館事業等のあり方 

  島根県育英会は、大阪府及びその周辺に所

在する大学等に在学・進学する県内出身の優

秀な学生等の修学の便を図るため、平成15年

３月に70名定員の学生会館を大阪府吹田市に

開設した。 

  入寮状況を示す充足率は、会館２年目の平

成16年度の87.1％を最高に、70％代後半から

80％代半ばで推移してきており、平成28年度

からは更に減少し続け、令和２年度には

40.4％となった。 

  併せて、学生会館事業の収支は開館以来毎

年赤字となっており、充足率の低下とともに

赤字幅も拡大し、令和２年度末の繰越収支差

額は約119百万円の赤字となった。 

  一方、大学等の学生を対象とした奨学金に

ついては、50人の募集枠になった平成14年度

以降、新規貸与応募者数は平成15年の486人を

ピークに減少傾向が続いており、令和２年度

は84人となっている。 

  ついては、大阪府周辺へ進学する学生等へ

の支援に限られている学生会館事業及び大学

等の学生を対象とした奨学金事業について、

県とともに今後の必要性を精査し、県出身大

学生等へのより効果的な支援となるよう検討

されたい。 

 所管課（総務課） 

【意見】 

① 学生会館事業等のあり方 

団体意見で述べたように、大阪府周辺へ進

学する学生等への支援に限られている学生会

館事業及び大学等の学生を対象とした奨学金

事業について、団体とともに今後の必要性を

① 学生会館事業等のあり方

県出身の学生の学びを支えるため、学生会

館事業及び大学等の学生を対象とした奨学金

事業を実施しているが、学生会館の充足率及

び奨学金事業の新規貸与応募者数のいずれも

減少傾向が続いている。 

これらの事業が県出身の学生等へのより効

果的な支援となるよう所管課と検討を進める

にあたり、まずは育英会としての今後の方針

を明確にするため、当会の理事及び評議員か

ら選出したメンバーにより集中的に検討を行

うこととし、７月から検討を始めたところで

ある。 

検討会では、両事業の今後の収支見込みと

法人運営への影響、事業ニーズ等について検

証するとともに、令和３年度から強化してい

る学生会館入寮生募集活動の成果が見える令

和５年度新規入寮生の状況、また国の奨学金

制度の動向等も踏まえて、今後の事業の必要

性を精査することにしている。 

検討の結果は、来年度の事業計画等を審議

する令和５年３月の理事会、評議員会で報告

し、今後の事業方針を決める予定である。 

① 学生会館事業等のあり方 

  学生会館事業及び大学奨学金事業のあり方

については、団体の検討の結果を踏まえた上

で、県出身大学生等へのより効率的な支援と

なるよう、県の関係部局や関係機関と連携し
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精査し、県の関係部局や関係機関と連携のう

え、県出身大学生等へのより効果的な支援と

なるよう検討されたい。 

て、検討を進める。 

３ 公立大学法人島根県立大学 

（所管課：総務課）

 団体 

【意見】 

① 第３期中期計画の着実な実行と更なる推進 

県立大学は、第３期中期計画（令和元年度～

令和６年度）の着実な実行に向け、県内入学

率、県内就職率をそれぞれ全学５割以上とす

る目標値を掲げ、日本一の地域貢献型大学を

目指し全学一体となって取組を進めることと

している。 

令和３年４月には、重要施策の全学的な推

進のため、「魅力化推進本部」を設置し、入試

改革や高大連携の推進、学生のキャリア戦略

の推進を図るとともに、県民や受験生に大学

の魅力を伝えるため広報活動を強化してい

る。 

主な取組やその成果としては、浜田キャン

パスに、令和３年４月に新学部として、国際関

係学部、地域政策学部を設置した。 

また、県内高校生の受入れ増加に向け、県内

高等学校との連携を深めるとともに、県内入

学生枠を拡充するなどの入試改革を行い、令

和３年度の県内入学率51％を達成し、令和４

年度に向けては、出雲キャンパスにおける県

内入学生枠の拡充も予定している。 

県内就職者の増加に向けては、「しまね産学

官人材育成コンソーシアム」への参加や県内

就職希望者のための奨学金創設、企業との連

携協定締結など地元企業等との連携を深めて

いる。 

地域活性化への貢献では、大学のサテライ

ト施設を津和野町や大田市大森地区へ設置す

るなど、地元人材の育成に向けた各種取組を

進めている。 

県では人口減少対策が最大の政策課題であ

り、「島根創生計画」を進める上で、教育に寄

① 第３期中期計画の着実な実行と更なる推進 

第３期中期計画において「改革実施期間」の

１年目と位置づけている令和３年度は、理事

長の下に「魅力化推進本部」を設置し、「地域

貢献日本一」を目標に掲げ、様々な視点から大

学改革を推進する体制を整えた。 

地元企業、市町村や地域との連携について

は、しまね地域国際研究センターを開設し、島

根県が抱える地域及び国際的な課題に関する

研究の助成金制度を拡充し、自治体、県内企

業、ＮＰＯ法人、中山間地域研究センター等と

の連携を強化した。 

また、浜田市や益田市との共同研究により、

自治体や高等教育機関、一般企業・団体、住民

など地域のステークホルダーと地域課題を共

有するとともに、その成果を還元することで

地域と協働した社会貢献の推進に取り組ん

だ。 

卒業生の県内定着、地域を支える人材の育

成については、「しまねの未来を担う人財奨学

金」制度の創設、長期有償型インターンシップ

の拡充などの基盤整備に取り組んだ。 

更に、地元企業が求める人材を育成するた

め、令和５年４月に短期大学部総合文化学科

を「文化情報学科」に変更し、地域や情報に関

する教育を強化することとした。それに併せ、

学校推薦型選抜を見直し、県内高校１校あた

りの推薦人数を「２名以内」から「４名以内」

へ拡大するとともに、「学力評定平均」を出願

要件としないこととした。 

今後も県内高等学校、地元企業、行政との連

携を密にし、現在の取組の結果を検証しつつ、

第３期中期計画の着実な実行と更なる推
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せる期待は大きく、このような県立大学の取

組は高く評価できるものである。 

ついては、第３期中期計画の更なる推進に

向けて、県内高等学校、地元企業、市町村や地

域との連携をより一層進められたい。 

また、県内高等学校からの進学者の増加や

卒業生の県内定着、地域に貢献する優れた人

材の育成を図るため、現在の取組の結果を検

証し、より実効性のあるものとなるように、引

き続き取り組まれたい。 

 所管課 

【意見】 

① 第３期中期計画の着実な実行に向けた支援 

県立大学では、県が示した第３期中期目標

を達成するため、第３期中期計画に沿って、新

学部の設置、県内入学者比率向上に向けた入

試改革の実施、また、卒業生の県内定着に向

け、地元企業や行政と連携して長期・実践型イ

ンターンシップを制度化し学生が県内企業等

を知る機会を増やすなど、理事長を中心に全

学一体となって鋭意取り組んでいる。 

ついては、こうした取組が着実に実行され、

成果につながるように、必要な支援を行われ

たい。また、定住、雇用、教育、健康福祉等の

関係部局や関係機関の理解と必要な協力が得

られるように、引き続き努められたい。 

進に向けて全学一体となって取り組んでいく。

① 第３期中期計画の着実な実行に向けた支援 

第３期中期計画に沿った取組が着実に実行

され、成果につながるよう、今後も運営費交

付金等による財政支援を行っていくととも

に、高校と大学の高大連携活動による県内か

らの入学者の増加や、人材確保育成コーディ

ネーターと連携した県内就職促進の取組な

ど、今後も県の関係部局や関係機関の理解と

協力を得ながら、引き続き大学の取組を支援

していく。 

４ （公財）ふるさと島根定住財団 

（所管課：しまね暮らし推進課、環境生活総務

課、雇用政策課） 

 団体 

【意見】 

① 定住対策の促進 

  財団は、若者を中心とした県内就職支援、

県外からのＵターン・Ｉターン（以下「Ｕ・I

ターン」という。）の促進、活力と魅力ある地

域づくりの促進の３つを柱として定住対策に

取り組んでいる。 

  具体的には、Ｕ・Ｉターンの促進に向けた

求人情報等の提供、相談、無料職業紹介、農林

① 定住対策の促進 

定住財団では、Ｕターン・Ｉターン希望者等

に対して、島根の仕事や暮らし等に関する情

報発信、相談、無料職業紹介、産業体験、実際

の受入やその後の定着に向けた支援をしてき

ている。      

また、県内外に進学した学生に対して、県

内企業の情報提供、インターンシップの仲介、
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水産業等の産業体験等による移住・定住の支

援などがある。 

  また、令和元年９月からは、首都圏の実態

に即した効果的な取組を促進するため東京拠

点の設置・運営を行っている。 

  若者の県内就職支援では、個別のキャリア

相談・就職活動支援のための「ジョブカフェし

まね」の運営、県内企業へのインターンシップ

や企業ガイダンスの開催などに力を入れ、大

学生の県内就職率は、近年約30％前後で推移

している。 

  さらに、活力と魅力ある地域づくりの促進

に向け、地域づくり団体・ＮＰＯ法人等の組織

人材の育成支援、関係人口の拡大に向けた連

続講座「しまコトアカデミー」の開催などを行

っている。 

  県内へのＵ・Ｉターン者数について見ると、

平成29年度以降は減少が続いていたが、令和

２年度の県内へのＵ・Ｉターン者数は、前年度

比24人増の3,642人となり４年ぶりに増加に

転じた。 

  しかしながら、国全体で人口が減少する中

では、自治体間で移住者、定住者の獲得競争が

加速してきており、本県の定住対策において

財団の果たす役割はより一層重要になってく

る。 

  ついては、こうした様々な取組の結果を検

証し、引き続き県、市町村、関係機関と連携し

て、ターゲットのニーズに応じた効果的な施

策を展開し、県内就職者やＵ・Ｉターン者の増

加及び活力と魅力ある地域づくりを通して、

定住対策の促進に取り組まれたい。 

 所管課（しまね暮らし推進課・環境生活総

務課・雇用政策課） 

【意見】 

① 定住対策の促進 

  財団は、平成４年の設立以来、若年層の県

内就職の促進、県外からのＵ・Ｉターンの促

進、活力と魅力ある地域づくりの促進に取り

組み、本県の最重要施策の一つである定住の

合同企業説明会の開催など、就職活動の支援

をしている。 

こうした取組の実施・検証をしながら、県、

市町村、関係機関と連携し、首都圏における

島根県への人の流れを拡大する取組や、移住

定住の効果の高い産業体験の申請者の取りこ

ぼしがないよう受入先を確保するほか、無料

職業紹介の求人開拓、定着にむけたきめ細か

なフォローを実施していく。 

併せて、新たな視点である関係人口の掘り

起こし・拡大を進め、関係人口と県内受入地

域とのマッチングを積極的に行うことで、地

域の活性化、将来的には定住につながるよう

取組を実施していく。 

また、早期化した学生の就活スケジュール

に対応し効果的・効率的なイベントの実施、

ＬＩＮＥの機能を活用した「しまね登録」の

登録者の属性に応じた効果的な情報発信を行

い、若年者の県内就職の促進に向けて取り組

んでいく。 

東京一極集中は鈍化したものの解消までに

は至っていない状況にあるが、新型コロナウ

イルス感染症等により、人々の働き方や暮ら

し方が変化し、地方移住への関心が高まって

いることも確かであり、財団としては、更な

る受入の強化や的確な情報発信等の取組を強

化することにより、島根県の定住支援の総合

窓口としての役割を積極的に果たしていく。 

① 定住対策の促進 

これまで、Ｕターン・Ｉターン希望者等に対

して、仕事や暮らし等に関する情報提供から、

相談や無料職業紹介、産業体験、実際の受入

と、その後の定着までを各段階に応じてサポ
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推進に大きな役割を果たしてきた。 

 「島根創生計画」に示された「人口減少に打

ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」の実現に向け、

定住促進に係る各種事業において豊富な実績

と経験を有する財団の役割はより一層重要と

なってくる。 

ついては、引き続き財団と連携し、定住対策

の一層の促進に取り組まれたい。 

ートしてきた。 

 今後も、こうした各段階に応じた支援や、Ｕ

ターン希望者とＩターン希望者、年代や性別

など、それぞれの特性に応じた支援を、定住財

団や市町村と連携しながらきめ細かく行い、

定住対策の一層の促進に取り組んでいく。（し

まね暮らし推進課） 

  今後も、県民による地域づくりやボランテ

ィア等の社会貢献活動が活発なものとなるよ

う、引き続き、財団と連携して支援に取り組ん

でいく。（環境生活総務課） 

  これまで、県内外に進学した学生に対して

は、県内企業の情報提供、インターンシップの

仲介、合同企業説明会の開催などの就職活動

の支援、企業に対しては、採用力の向上など採

用活動の支援を行ってきた。 

  今後も、こうした取組を強化していくとと

もに、新たな情報提供手段として、ＬＩＮＥを

活用した「しまね登録」の運用を始めるなど、

財団と連携しながら、若者の県内就職の一層

の促進に取り組んでいく。（雇用政策課） 

５ （公財）しまね国際センター 

（所管課：文化国際課）

 団体 

【意見】 

① 業務拡大に伴う財団体制の充実 

県内における外国人住民の急増に伴い、多

文化共生の地域づくり推進に必要な「相談業

務」と「日本語教育業務」は年々拡大し、令和

２年度の相談件数は1,810件と相談窓口（ワン

ストップセンター）を設置した令和元年度か

らほぼ倍増した。 

  相談内容も医療、福祉、教育など多岐にわ

たり、ＤＶ相談のように深刻かつ急を要する

相談も増加し、連携の必要がある関係機関へ

相談者と同行して対応するなど、外国語対応

に当たる相談員と調整役としての職員への業

務負担が大きくなっている。 

① 業務拡大に伴う財団体制の充実 

県内の外国人住民の増加に伴い、当センタ

ーの業務量も年々拡大しているため、事業を

担う後継者育成の観点も考慮し、令和４年度

に正規職員１名を増員し４名の体制とした。

ちなみに、正規職員が４名以上となったのは

平成20年以来14年ぶりのことである。 

新規採用の正規職員は、主に令和４年度さ

らに拡充・リニューアルした「多言語相談」業

務を担っており、ＯＪＴ等を通して着実に専

門性を培っているところである。 

この１名増の体制により、今後一層、より

きめ細やかに住民ニーズに応える事業を展開
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  また、外国人住民とのコミュニケーション

等の対応に関する相談も寄せられている。 

一方、外国人への日本語教育も、日本語教室に

出向けない外国人からの学習ニーズを受け、

「訪問日本語コース」で対応するなど事業を

拡大しているが、これを担う職員の業務負担

も大きくなっている。 

  このように財団の果たすべき役割はより一

層重要となってきており、職員の専門性のさ

らなる向上や人員体制の充実、蓄積されたノ

ウハウの継承のほか、市町村と緊密な連携を

図ることも必要となっている。 

  こうした中、令和元年度後半から日本語教

育担当職員を１名増員し、令和２年度からは

外国語相談員を１名増員したほか、令和４年

度には更に職員１名を増員することとしてい

る。 

  また、財団の事務所については、外国人を

はじめとした利用者には分かりにくい立地と

なっていることから、利用者の利便性を考慮

するため令和２年度から移転の検討を開始し

たところである。 

 ついては、引き続き、利用者の利便性の向上

に向けて、移転の検討を進めるなど、必要な体

制整備に努められたい。 

 所管課 

【意見】 

① 業務拡大に伴う支援 

団体意見で述べたように、拡大する財団業

務の円滑な実施のため、引き続き利用者の利

便性の向上に向けて、移転の検討を進めるな

ど、団体の必要な体制整備に努められたい。 

していきたい。 

 また、事務所の移転の可能性についても、利

用者にとって必要とされる立地環境や施設内

容、コスト等を整理して、今後担当課とともに

検討を進めていく。 

① 業務拡大に伴う支援 

しまね国際センターに求められる国際交

流、多文化共生の地域づくりへの役割を果た

せるよう、移転の可能性も含め、当センターと

ともに検討を始めている。 

６ （株）島根東亜建物管理 

（所管課：スポーツ振興課）

 団体 

【意見】 

① 障がい者の施設利用拡大 

はつらつ体育館は、障がい者スポーツの振

興を図り、もって障がい者のリハビリテーシ

① 障がい者の施設利用拡大

（公財）島根県障害者スポーツ協会及び各

種競技団体と連携を密にし、年間を通じた施
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ョンや社会参加の促進に寄与することを目的

とする体育施設である。また、令和12年に本

県で開催予定の「全国障害者スポーツ大会」

に向け、この施設の障がい者スポーツの強化

及び振興に果たす役割は大きい。 

施設利用に当たっては、障がい者の利用は

無料であり、障がい者の利用予約は３ヶ月前

から、一般利用の予約は１ヶ月前からと、障

がい者が利用しやすい仕組みとなっている。

しかし、近年のコロナ禍にあり、順調に伸

びてきた障がい者の利用人数及び利用率が低

下している。 

ついては、新型コロナウイルス感染症の収

束を見据え、障がい者の利用が拡大するよう、

一層の広報宣伝活動や障がい者スポーツへの

理解を深めるイベントの開催などにより利用

促進に努められたい。 

 所管課 

【意見】 

① 障がい者の施設利用拡大に伴う支援 

 団体意見で述べたように、はつらつ体育館

が障がい者スポーツの強化及び振興に果たす

役割は大きい。 

  ついては、今後とも、障がい者の施設利用

が拡大するよう団体との連携を密にして支援

に努められたい。 

設予約の調整等、各種大会や強化練習会など

の利用増加を図る。   

加えて、ホームページで予約状況、イベン

ト開催のお知らせを掲載して、広く周知を行

う。 

また、コロナ禍においても安心して利用で

きるよう、非接触温度計を館内入口に設置す

る等、新型コロナウイルスの感染防止に努め

る。 

今年度（Ｒ４）のイベント開催について、具

体的な計画はないが、感染状況を注視しなが

ら検討する。 

① 障がい者の施設利用拡大に伴う支援 

  団体からの報告にあるように、（公財）島根

県障害者スポーツ協会などの関係団体、障が

い者施設等と連携し、施設のＰＲを行うなど

して利用の促進を図る。 

また、障がい者が安全に利用できるよう、

今年度（Ｒ４）も老朽化した設備や備品の整

備等を下期に計画しており、障がい者の安全・

安心の確保について支援し、利用の拡大につ

なげていく。 

７ （公財）島根県環境管理センター 

（所管課：廃棄物対策課）

 団体 

【意見】 

① クリーンパークいずも管理型第３期最終処

分場埋立実行計画の着実な推進 

クリーンパークいずも管理型第３期最終処

分場は、埋立期間を平成29年３月から令和13

年度末までとして供用を開始した。 

 しかし、平成30年度受入量は87,462ｔで対

① クリーンパークいずも管理型第３期最終処

分場埋立実行計画の着実な推進 

管理型第３期処分場の埋立期間を可能な限

り確保するため、埋立実行計画で定めた具体

的手法について、現時点で以下のとおり実施

し、一定の受入量削減の効果が発揮されてい
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前年度比128.2％と平成14年の管理型第１期

処分場供用開始以来最高となり、令和２年３

月時点で埋立の進捗率は33％に達しており、

当初の目標を大幅に上回るペースとなってい

た。 

  こうした中、第３期処分場の埋立期間を可

能な限り確保するため、令和２年７月に受入

量削減のための具体的手法を実施時期ととも

に示した埋立実行計画を策定した。 

  計画では、「廃棄物の種類別リサイクルのモ

デルフローを記載したパンフレットの作成」

や「産業廃棄物減量税を活用したリサイクル

製品の基礎研究、技術開発、施設整備等への

支援」などは県が担当することとした。 

  一方、「木くずや金属くずなどリサイクル可

能なもの等の受入中止」や「混載での受入の

中止」及び「安定型品目の処理料金や中間処

理業者からの処理料金の見直し」などはセン

ターが担当することとした。 

  しかし、令和３年３月時点で埋立の進捗率

は41.6％に達しており、依然として当初計画

より早いペースとなっている。 

  ついては、計画で定めた具体的手法につい

て、県と連携し、それぞれの役割を着実に推

進されたい。 

併せて、各手法の効果の検証を随時行うと

ともに、手法の継続・強化・見直しなど進行管

理も着実に実施し、管理型第３期処分場の埋

立期間を可能な限り確保されたい。 

 所管課 

【意見】 

① クリーンパークいずも管理型第３期最終処

分場埋立実行計画の着実な推進 

団体意見で述べたように、埋立実行計画で

定めた具体的手法について、センターと連携

しそれぞれの役割を着実に推進し、管理型第

３期処分場の埋立期間を可能な限り確保され

たい。 

また、次期の産業廃棄物管理型最終処分場

についても、検討を進められたい。 

る。 

「木くずや金属くずなどリサイクル可能なも

の等の受入中止」については、令和３年４月

から実施し、受入量（中間処理業者からの受

入を除く）は令和２年度実績の 804ｔから令

和３年度実績の 131ｔへと大幅に減少した。 

「混載での受入の中止」については、令和

３年４月から実施した。 

「安定型品目の処理料金の見直し」につい

ては、令和３年６月から改定実施し、安定型

品目の受入量（中間処理業者からの受入を除

く）は、令和２年度実績の13,556ｔから令和

３年度実績の7,538ｔへと減少した。 

また、埋立実行計画とは別に、他の安定型

処分場への搬入が可能で、中間処理やリサイ

クルによる減量化も見込める廃プラスチック

類を原則として受入中止することとし、

令和４年４月から実施した。受入量は、令和

３年４～５月実績の 936ｔから令和４年４～

５月実績の 74ｔへと大幅に減少した。 

今後も、管理型第３期最終処分場の埋立期

間を可能な限り確保するため、必要な手法に

ついて検討し、県と連携して取り組む。 

おって、各手法の効果については引き続き

注視し、適宜検証を行う。 

① クリーンパークいずも管理型第３期最終処

分場埋立実行計画の着実な推進 

  管理型第３期処分場の埋立期間が可能な限

り確保されるよう、埋立実行計画に基づき、

産業廃棄物のリサイクルと減量化に関するパ

ンフレットを作成し周知徹底を図ったほか、

減量化等を目的とした中間処理業者の設備投

資へ財政的支援を行った。また、クリーンパ

ークいずもへの搬入量が最も多い鉱さいの再
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資源化に重点を絞った調査研究業務を委託事

業として実施した。埋立実行計画に基づく団

体の取組については、引き続き必要に応じて

支援していく。 

また、令和４年３月にセンターが第４期処

分場の整備計画を策定したので、この取組を

支援していく。 

８ （公社）島根県林業公社 

（所管課：林業課）

 団体 

【意見】 

① 第５次島根県林業公社経営計画の着実な実

行 

  地域林業の発展と環境保全の両立、林業経

営モデルの確立を基本方針として令和元年度

に策定された「第５次経営計画」は、令和３年

６月に一部見直され、再造林木に係る分収割

合の設定により、88億円程度の収支改善がな

される見込みである。 

  しかしながら、令和２年度末現在の分収造

林事業の借入金残高は約545億円であり、第５

次経営計画における経営改善策を実施しても

事業年度終了時点と予定されている令和65年

度においてなお202億円程度の債務が残る試

算となっており、残る債務は、ほぼ全額が県

からの借入金である。 

  ついては、県から大きな財政支援を受けて

いる公社においては、この厳しい現状を重く

受け止め、「第５次経営計画」について県及び

市町と連携しながら着実に実施するととも

に、必要に応じて適宜見直しを図るなど収支

改善の強化に向けた取組をより一層進められ

たい。 

 所管課 

【意見】 

① 第５次島根県林業公社経営計画の着実な実

行 

令和元年度に策定された「第５次経営計画」

は、令和３年６月に一部見直され、再造林木に

① 第５次島根県林業公社経営計画の着実な実

行 

第５次経営計画の柱である収穫事業を安定

的かつ効率的に実施できる体制の構築を目的

として、令和２年８月に「公社分収林収穫事業

に係る専門班設置制度」を創設。 

 専ら公社収穫事業を専門的に行う事業班と

して、県内の18事業体と「専門班設置協定」を

締結した。 

  これにより、安定的な収穫事業の実施が可

能となり第５次経営計画の伐採目標面積を上

回る収穫伐採を見込んでいる。また、収益性に

ついても、事業体が専門班として数多くの事

業を実施することで、事業体の生産能力の向

上や生産経費の縮減に繋がり、収益性の向上

が見込まれる。 

収支改善に向けて、引き続き第５次経営計

画の進捗管理、評価、検証を行っていく。 

① 第５次島根県林業公社経営計画の着実な実

行 

  第５次経営計画が着実に実施されるよう必

要な助言・指導を行うとともに、実施状況を
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係る分収割合の設定により、88億円程度の収

支改善がなされる見込みである。 

しかしながら、令和２年度末現在の分収造

林事業の借入金残高は約545億円であり、第５

次経営計画における経営改善策を実施しても

事業年度終了時点と予定されている令和65年

度においてなお202億円程度の債務が残る試

算となっており、残る債務は、ほぼ全額が県

からの借入金である。 

ついては、県から大きな財政支援をしてい

る公社の厳しい現状を重く受け止め、「第５次

経営計画」について公社と一体となって着実

に実施するとともに、必要に応じて適宜見直

しを図るなど収支改善の強化に向けた取組を

より一層進められたい。

また、公社の経営が将来にわたって安定的

に継続できるよう、国土保全など重要な公益

的機能を果たしている分収造林事業に係る財

政支援の充実強化等を、他の都道府県等と連

携して、引き続き国に働きかけられたい。 

検証し、収支改善に向けた取組を推進する。 
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島根県監査委員公表第５号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第４項の規定により実施した令和２年度会計に係る財務監査の結果に基づ

き講じた措置について、島根県知事、島根県教育委員会教育長及び島根県公安委員会委員長から通知があったので、同条

第14項の規定により次のとおり公表する。

令和４年11月１日

島根県監査委員 白 石 恵 子

同 加 藤 勇

同 山 口 和 志

同 三 島 明
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令和２年度会計に係る財務監査の結果に基づき講じた措置の内容 

指 摘 事 項 措 置 の 内 容 

 収入関係事務  

①  調定額を誤っているもの 

ア 元東部農林振興センター中海干拓営農

部の駐車場用地に係る普通財産貸付料に

ついて、誤って算定しているものがあっ

た。

正当額   40,890円 

調定済額  58,498円 

差額    17,608円 

外３件        （農業経営課） 

普通財産に係る貸付料算定基準の改定等は担

当だけでなく、複数で把握することを徹底し、

課内ミーティング等により共有し取り組んでい

る。 

イ 令和元年度急傾斜地崩壊対策事業市町村

負担金について、負担率を誤って算定した

ため、還付加算金が発生していた。

正当額      1,250,000円 

納入済負担金額  2,500,000円 

返還金額     1,250,000円 

還付加算金      8,300円

（砂防課）

１_負担金誤り発生の経過 

 急傾斜地崩壊危険区域対策事業の概算要求

時、新規採択協議資料が整備途中であったた

め、暫定的に負担率を10％と設定したところ、

負担率５％の地区として事業採択された。その

際予算管理の整理表では暫定の10％のまま、担

当者による手入れを失念していたもの。誤った

負担率により負担率を含めた事業費を事務所へ

通知、事務所により負担金の収入調定が行われ

収入済みとなった。 

２_再発防止について 

 次のとおり確認手順を設けて、担当者間での

チェック体制を強化した。 

① 次年度新規予定箇所について、公共事前調

査実施の際負担率の確認を徹底する。 

② 補正予算要求及び２次要求の際に、①の箇

所について、国提出資料（データベース、予

算管理表、事業計画説明資料）の負担率を担

当者間で突合することにより確認を徹底す

る。 

３_確認の実施 

 令和４年度当初の急傾斜地崩壊危険区域対策

事業箇所の新規箇所は「０件」のため、継続箇

所について、②の方法により担当者間で確認を

実施し、負担率の誤りが無いことを確認した。 
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 また、内部統制リスク評価シートへ項目を追

加し、担当者間において業務を行う中で確認す

べき事項として認識していく。 

ウ 平成３年の消費税法改正により非課税扱

いとされた出産入院時の差額ベッド料等に

ついて誤って課税扱いとしていたため、遅

延損害金が発生していた。

  対象期間

平成26年１月１日から令和２年７月31日 

令和２年度に返金した消費税誤徴収額 

5,003,181円 

令和２年度に返金した対象者数 

1,393人 

令和２年度に返金した遅延損害金 

880,589円

（中央病院）

令和４年３月31日末現在で、対象者19,821人

中8,059人に対して返金、遅延損害金として

9,576,979円を支払った。 

引き続き対象者からの申請受付、問い合わせ

対応を行っている。 

今後、法令等の改正にあたっては、担当者だ

けでなく必ず複数名で改正内容等について確認

を行う等、誤った適用とならないよう確認体制

の強化に努める。 

②  領収証書等を発行していないもの

 ア 別府港の係船料について、領収証書を発

行していないものがあった。

（隠岐支庁県土整備局）

マニュアル、引継書等を再確認し、課内での

情報共有を行った。令和３年度の自己点検後リ

スク評価シートに反映させた。 

イ 調査書の証明交付手数料について、領

収証書を発行していないものがあった。

（津和野高等学校）

令和３年度より各種証明書の発行手順書を

作成し、決裁者が領収証書の発行の事実をチ

ェックできるように事務処理を改善した。 

③  領収証書の金額を訂正しているもの

ア 竹島関係資料代金について、金額を訂正

して発行された領収証書があった。

（総務課）

現金収納に関するマニュアルを作り直し、こ

のマニュアルに基づき課内研修を実施した。 

今後とも異動等により新たに担当となった職

員に対し、毎年度研修を実施し、理解促進を図

る。 

イ 島根県職員会館に係る利用料金につい

て、金額を訂正して発行された領収証書が

あった。

（人事課）

職員会館の窓口担当を正副２名のほか補助担

当者を配置し体制強化を図った。また、現金の

領収から払込について業務マニュアルを作成

し、事務に関わる職員全員で共有するなど、現

金出納事務の適正化に努めている。 
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④  書き損じの領収証書の処理方法を誤って

いるもの

ア 情報公開資料複写に係る書き損じの領収

証書について、控は残っていたが、本書を

廃棄しているものがあった。

（総務課）

現金収納に関するマニュアルを作り直し、こ

のマニュアルに基づき課内研修を実施した。 

今後とも異動等により新たに担当となった職

員に対し、毎年度研修を実施し、理解促進を図

る。 

イ 図書館資料複写に係る書き損じの領収

証書について、控は残っていたが、本書

を破棄しているものがあった。

(図書館）

領収証書の取扱方法について職員会議等で

改めて周知し、併せて、各カウンターへ書き

損じの際の注意事項を記した書き損じ処理の

見本を置いた。 

ウ 卒業証明書等の発行に係る書き損じの

領収証書について、控は残っていたが、

本書を破棄しているものがあった。

（松江農林高等学校、江津高等学校）

【松江農林高等学校】 

領収証書の表紙に、注意事項（本書・控え

とも保存）を朱書き・注意喚起し、再発防止

を図った。 

「証明書交付手数料事務の手引き」（学校企

画課・特別支援教育課作成）の内容更新・整

理を行い、手順等を再確認した。 

【江津高等学校】 

関係規定等を再確認し、令和３年２月から

オリジナルのチェックシートを作成・利用し

て、再発防止に努めている。 

 支出関係事務 

①  支出すべきものが支出されていないもの 

医師の宿日直勤務について、勤務実態が宿

日直許可基準を満たさず時間外勤務手当を支

給すべき状態があった。 

対象期間 平成30年度から令和元年度  

対象者数            135人 

時間外勤務手当支給額   179,236,485円 

（中央病院）

令和３年３月31日、左記にかかる時間外勤務

手当を支給した。 

今後、法令を遵守し、適宜、労働基準監督署

と協議しながら適正な給与支給に努める。 

②  支払の時期が遅延し、延滞金等が発生し

たもの 

 ア 建築物外壁劣化診断業務に係る源泉所得

税及び復興特別所得税の納付について、法

定納期限後に支払ったため、延滞税及び不

再発防止策として、源泉徴収担当者および事

業担当の各ＧＬ等は月末に歳計外・基金受払簿

を確認すること、源泉徴収を行った事業担当者

は、源泉徴収を行うたびに起案等の写しを源泉

徴収事務担当者に提出することを課員に対して
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納付加算税が発生していた。 

対象元金      1,000,580円 

法定納期限  令和３年２月10日 

支払日    令和３年３月１日 

延滞税        1,300円 

不納付加算税      50,000円 

（管財課）

周知した。 

今後とも定期的に周知し、再発防止を徹底す

る。 

イ 給与等に係る源泉所得税の納付につい

て、法定納期限後に支払ったため、延滞税 

が発生していた。 

   対象元金     3,727,080円 

法定納期限  令和２年８月11日 

支払日    令和２年８月26日 

延滞税        3,900円 

（こころの医療センター）

以下のとおり改善策を講じた。 

〈支出命令機関〉 

① 支出命令帳票に添付する所得税の内訳書

に、支出担当者が納付書添付を確認の上押

印。 

〈出納機関〉 

② 支出予定を記載したカレンダーに、「資金

前渡受領者（企業出納員）」口座の通帳を出

納取扱金融機関に預ける日を随時記載。 

③ 「資金前渡受領者（企業出納員）」口座あ

て支出する支出命令が回議された際は、出納

機関担当者が納入通知書等の添付を確認し、

確認できた場合「支払予定表」等の該当伝票

横に「済」の印を押印。出納機関の他の担当

者は、該当帳票が回議された際、確認済みで

あるかどうかを担当者に確認。 

④ 支払いのために「資金前渡受領者（企業出

納員）」口座通帳を出納取扱金融機関に預

け、支出手続き後当院に通帳が返還された際

には、出納機関において記帳された通帳残高

が０円となっているかどうか必ず確認。（※

確認頻度は月１回以上） 

③ 公金振替が正しく行われず、損害賠償金が

発生したもの 

日々雇用調理員の雇用保険料について、被

保険者に該当しない者から引き去ったため、

時効成立分について損害賠償金が発生した。 

対象年度 平成27年度及び平成28年度 

  支払日      令和元年12月25日 

  損害賠償金         9,982円 

以下の取り組みを行うことで引き去り額に誤

りが生じないようにした。 

① 公金振替を正しく行うことができるよう、

制度の改正情報を確認。 

② 雇用保険料の適正な引き去りができるよう

職員にかかる雇用保険料に関して年度初めに

複数の職員で確認。 

③ 必要に応じてハローワーク、総務事務セン
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（浜田児童相談所） ターに問い合わせを行い確認。

④ 正当債権者に支払っていないもの 

○ 会計年度任用職員の報酬について、支払

口座の設定を誤り、他人の口座に振り込ん

でいた。 

   対象月        令和２年４月 

報酬額         159,200円 

正当債権者への支払日 

令和２年４月28日 

   外２件 

○ 職員の旅費について、支払口座の設定を

誤り、他人の口座に振り込んでいた。 

対象年度  平成30年度から令和２年度 

旅費額          624,959円 

正当債権者への支払日 

令和２年８月31日及び令和２年９月３日

 （総務事務センター）

財務会計システムへの債権者登録及び総務事

務システム（旅費事務、非常勤職員）への登

録、内容確認は複数職員で行うこととした。ま

た、届出書の本人記載欄の記入を徹底、システ

ム改修を行い職員検索画面での職員番号を表示

させるなど、再発防止に努めた。 

(3) 財産関係事務 

①  行政財産の使用許可手続をしていない

もの

構築物の設置にあたり使用許可手続を

していなかった。 

（平田高等学校）

本件に係る構築物について、所管課と協議

の上、使用許可の手続きを完了した。 

② 行政財産の使用許可手続を誤っているもの

港湾施設内職員駐車場の使用許可手続きに

ついて、行政財産の目的外使用許可として取

り扱うべきところを、島根県港湾施設条例に

基づき使用許可を行い、月額として定額を事

前調定すべきところを使用実績により事後に

調定を行っていた。

（隠岐支庁県土整備局）

令和３年 10 月分より、行政財産の目的外使

用許可として取り扱い、月額として定額を事前 

調定を行うこととした。 

③ 道路占用料について、減免をせず、又は徴

収率を誤り、徴収していたため、還付加算金

が発生していた。

○ 松江だんだん道路高架下駐車場

 道路占用許可の審査時に誤徴収防止として申

請書と一緒に減免一覧表及び占用料金表を添付

するよう改善するとともに、複数職員で確認す

ることとしチェック体制を強化した。 
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  対象年度 平成29年度から平成30年度 

  正当額          233,791円 

    徴収済金額        467,583円 

 返還金額         233,792円 

    還付加算金         7,300円 

  ○ 地下電線類（地下管路） 

  対象年度 平成27年度から平成30年度 

  正当額           60,868円 

    徴収済金額               362,986円 

  返還金額         302,118円 

    還付加算金            15,000円 

(松江県土整備事務所）

 なお、内部統制制度に基づき実施した令和３

年度の自己点検において運用状況の不備として

記載するとともに、令和４年度のリスク評価シ

ートの内容に反映させた。 
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令和２年度会計財務監査結果報告書「意見」に係る処理方針等 

意  見 処理方針・措置状況 

１ 財務監査の結果に関する意見 

 会計事務の適正化 （各執行機関、出納局） 

今回の監査において指摘、指示事項とし

た事項の多くは、収入に関しては調定遅延

や調定額の誤り、支出に関しては支出負担

行為を整理する時期の遅延、契約書作成方

法の不備、財産管理における行政財産使用

許可台帳の不備などであった。 

かねてから指摘し、注意喚起してきた事

項について、今回も多くの指摘をするに至

ったことは、担当職員への周知や事務引継

の徹底とともに、所属における事務の適正

な執行を確保する取組みを一層進める必要

があることを示している。 

ついては、各執行機関においては、昨年

度から運用を開始した内部統制制度を有効

に活用し、会計事務の適正な執行に努めら

れたい。 

また、今回の監査において、指摘、指示

事項のあった所属の中には、庶務事務の見

直しで内部管理部門の簡素化が進んだこと

や、中途採用者が増え、庶務や経理を経験

しない職員がいることを不備が生じた要因

に挙げるところもあった。 

こうした中、職員への会計事務の習熟を

図るため、所属独自で研修を企画、実施し

ているところや、出納局主催の会計事務研

修を課内でオンラインで受講できるよう取

り組んでいるところもあった。 

ついては、出納局にあっては、今後、会

計事務の知識が広く職員へ浸透するよう、

例えば、部局単位での研修機会の提供や研

修動画の配信などを検討され、引き続き、

きめ細かい支援に取り組まれたい。 

令和２年４月より、財務に関する事務を対

象として運用を開始した内部統制制度によ

り、各所属においては、リスク対応策などを

記載したリスク評価シートに沿って、リスク

軽減の取り組みを行うなどチェック体制の強

化を図っている。 

また、自己点検などの機会を捉えて、リス

クへの対応策を見直すとともに、各所属にお

けるリスク内容や対応策に係る確実な引継ぎ

を実施することにより、引き続き内部統制制

度を活用した会計事務の適正な執行を図って

いく。 

出納局においては、引き続き、出納局が主

催する各種研修会や他部局が主催する本庁初

勤務職員研修会、部局単位での研修会を通じ

て会計事務の知識の浸透を図る。 

また、集合研修だけでなく職員が自由な時

間に受講できる研修動画の配信など、効果的

な研修方法を検討する。 

なお、昨年度は新型コロナウイルスの感染

拡大により、動画配信を予定していた会計事

務実務研修が中止となったため配信できなか

ったが、今年度はその研修動画を配信する予

定としている。 

併せて、引き続き会計検査や出納局だより

等を通じて会計事務の知識の浸透が図れるよ

う支援していく。 

（公安委員会） 

警察では、年３回の内部監査を実施してお

り、警察本部会計課員が各所属（警察署を含

む）に赴き、会計書類の点検と、その結果に

基づいた指導を行っている。その際には適正

経理全般に関する教養も実施しており、内部

統制制度を推進する取組となっている。 

また、執行予定額が30万円以上の契約につ
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いては、執行伺チェック表を作成し、執行機

関の担当者以外の職員も、容易に執行方法や

添付書類を確認できる仕組みを構築してい

る。 

さらに、出納局発行の会計事務に係る教養

資料により、事務処理上の留意事項等の周知

徹底を図るとともに、部内の会計課長等会議

においては、適正な会計経理の徹底策とし

て、「業務管理の徹底」「２重、３重のチェ

ックの徹底」「執行伺のチェックポイント」

について指示している。 

  また、不十分な事務引継や認識不足による

ミス、各種の遅延を防ぐため、新任課長等研

修会、新人職員育成プログラム等における教

養により、事務の適正化を図っている。

 物品管理の適正化 （各執行機関、出納局） 

物品管理の適正化については、これまで

も幾度か意見を述べてきたが、依然として

使用責任者記録簿の未出力や、廃棄、管理

換え等の記載漏れなど、必要な処理が行わ

れていない所属が多く見受けられた。 

これらは、物品会計に対する担当者の意

識の低さや物品会計事務処理に対する知識

の不足に加え、組織におけるチェックや支

援体制の不備により生じていると考えられ

る。 

ついては、各執行機関においては、今ま

で以上に必要なチェックや支援の体制を整

備するとともに、物品に関する諸帳簿の整

備を行い、物品管理事務の適正な執行に努

められたい。 

また、出納局にあっては、引き続き、会

計事務研修や会計検査の機会を利用して会

計事務担当者に対する制度の周知に努めら

れたい。 

物品管理の適正化について、各執行機関に

おいては、担当者や決裁者に対し、会計事務

研修の受講を推進し、物品会計事務の適切な

知識の定着を図る。 

また、帳簿の未処理は年度替わりの時期に

多く発生すると考えられるため、会計担当者

間における確実な引継の徹底、上司による物

品に関する諸帳簿の内容や引継状況の確認を

行い、物品管理事務の適正な執行に努める。 

物品管理の適正化については、会計事務研

修や職員ポータル掲示板により物品会計に対

する担当者の意識を高めるとともに、使用責

任者の備品等の管理責任を明確化するため、

令和３年４月に会計規則等の改正を行ったと

ころである。引き続き制度周知を徹底するな

ど、物品会計事務の適正化に努めていく。 

また、会計検査の機会を利用し所属への指

導に一層努めていく。 

（公安委員会） 

物品管理の適正を図るため、出納局発行の

会計事務研修用資料を活用し、物品管理につ

いての留意事項等の徹底を図っている。 

また、会計事務の経験の浅い職員に対し基

礎的な資料を用いた教養を実施し、物品会計
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に係る知識の習得と適正管理の意識の向上に

努めている。 

また、内部監査の際には、物品に関する帳

簿等の点検を行い、担当者に対し監査結果に

基づく指導を適宜行っている。 

 現金収入事務の適正化 （各執行機関、出納局） 

現金収入事務は、昨年度から運用が始ま

った内部統制制度では、最もリスクのある

事務の一つである。 

現金収入事務が見込まれるほとんどの所

属では、リスク評価シートへ当該事務に関

し記載されており、また、事務処理方法を

記載したマニュアル等が整備され、所属長

等による定期的なチェックが行われてい

た。 

一方で、失念あるいは近年、事務の実績

がないという理由から、リスクとして認識

されていないところ、マニュアル等や所属

長等による定期的なチェック体制が整備さ

れていていないところもわずかながらあっ

た。 

そうした中、各所属では、領収した現金

等は金庫等で適正に管理されていたが、領

収証書の発行漏れや金額を訂正して交付し

たもの、書き損じの領収証書の処理方法が

適当でないもの、現金出納簿への記帳漏

れ、記帳誤りなどの不備が見受けられた。 

これらの事務処理は、いずれも会計規則

等に記載されている内容であり、ミスの主

な原因は、担当者の知識不足や組織におけ

る支援体制の不備と認められる。 

ついては、各執行機関においては、内部

統制制度を有効に活用し、事務処理の徹底

を図るとともに、チェック体制を強化し、

現金収入事務の適正な執行に努められた

い。 

また、出納局にあっては、引き続き、出

納員その他の会計職員に対する研修や会計

検査の機会を利用し、現金収入事務を取扱

う所属への指導に努められたい。 

現金収入事務については、各所属におい

て、収入分任出納員及び決裁者に対し、研修

等の受講や所属内研修を行うことにより、知

識の定着を図り、チェック体制を強化してい

く。 

また、内部統制の自己点検などの機会を捉

えて、リスクへの対応策を見直すとともに、

各所属におけるリスク内容や対応策に係る確

実な引継ぎを実施することにより、引き続き

内部統制制度を活用した現金収入事務の適正

な執行を図っていく。 

出納局としては、現金収入事務の適正な執

行について、会計事務研修会や出納局だより

により周知徹底を図るとともに、昨年度に引

き続き令和４年度会計検査においても重点検

査項目として指導していく。 

（公安委員会） 

警察の内部監査では、令和２、３年度にお

ける監査の重点項目の一つに『現金経理の事

務』を掲げ、各所属（警察署を含む。）に赴

き、現金経理に係る書類の点検、現金の保管

状況の確認及びその結果に基づいた指導を行

っている。 

また、機会を捉えて、各所属に対して適正

な現金経理事務に係る通知を発出するなど、

指導を行っている。
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２ 組織及び運営の合理化に資するための意見 

 内部統制制度の運用 （人事課） 

昨年度から「財務に関する事務」を対象

に、知事部局、企業局、教育委員会及び警

察本部において内部統制制度の運用が始ま

った。 

運用開始初年度であったことから、多く

の所属では、課内会議等で制度の意義の浸

透とリスク評価シートの情報共有による注

意喚起を図っている。 

また、昨年度の監査では、リスク評価シ

ートをどのように活用したらよいかわから

ないという所属がほとんどであったが、今

回の監査では、起案時や決裁時のチェック

項目として活用しているところ、３か月に

１回程度、内容確認や点検・検討を行って

いるところなどがあった。このほか、規模

の大きい地方機関では、リスク評価シート

に担当課を追記しているところ、リスクご

とに、どの課が該当しているのか確認でき

る一覧を作り職員へ配布しているところが

あるなど工夫が見られた。 

   一方で、内部統制については、まだ手探

り状態という所属もあり、取組には濃淡が

見受けられる。また、他所属で取り組まれ

ている効果的な事例を参考にしたいとの意

向を持つ所属もあった。 

ついては、内部統制制度を進めるに当た

り、各所属で見本となる取組事例があれ

ば、全庁で共有するなど、さらに効果的な

運用となるよう取り組まれたい。 

内部統制制度については、実際に運用しな

がら、さらに効果的な運用となるよう以下の

とおり取り組んでいる。 

 内部統制制度実施マニュアルの更新（Ｒ

４.１月）・配布 

 各所属における自己点検の実施 

 随時リスク対応策等の状況確認を行い、リ

スク評価シートの適宜見直し 

 確実な事務引継ぎについて依頼 

 職員の理解を高めるため、会計事務研修な

ど様々な機会を捉え、内部統制制度の説明の

実施 

また、所属にヒアリングを行い、見本とな

る取組事例について、会計事務研修等の際に

共有するなど、全庁で効果的な運用となるよ

う取り組んだ。

 コロナ禍における事業の執行 （各執行機関） 

新型コロナウイルスの感染拡大を受け、

県では、従来の業務に加え、国の経済対策

などを活用して、感染症対策を始め、県内

経済や社会活動を回復させるための新たな

事業への対応が必要となっている。 

こうした業務負担に対応するため、全庁

で業務分担するとともに、令和２年度中に

実施予定であった計画改定等のうち、可能

なものは１年先送りすることとされた。 

各執行機関において、新型コロナウイルス

感染症への対応を行いながら、事業を執行す

るため、会議やイベントにおけるテレビ会議

システムや動画配信の活用など執行方法を工

夫している。 

  また、新型コロナウイルス感染症対応の各

種業務に対応するため、所属を超えた職員の

応援派遣や業務分担、業務内容の見直しを行

っている。 
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   また、感染予防、拡大防止の観点から、

施設の休館や利用範囲の縮小を余儀なくさ

れたほか、各種会議やイベント、研修、相

談会などで事業の中止、縮小等の影響が発

生した。 

   これら先送りされた計画改定等や事業執

行への影響について、監査の中で状況を確

認したが、計画改定等はすべて令和３年度

に策定予定で準備が進められているという

ことであった。 

   また、事業の執行については、会議やイ

ベント、研修、相談会などは対面型から書

面会議への変更や、テレビ会議システムの

活用やオンラインによるＷｅｂ説明会に切

り替えることで、コロナ禍においても可能

な範囲で工夫して実施されていた。 

さらにオンラインに対応できない方への

対応として、市町村の協力を得て、役場等

を会場に開催している事例もあった。 

ついては、コロナ禍における事業の執行

に当たっては、これまでの前例にとらわれ

ることなく、引き続き、創意工夫して、そ

の効果的、効率的な執行に努められたい。 

引き続き、コロナ禍における効果的、効率

的な業務の執行に向け、これらの手法に取り

組んで行く。 

（公安委員会） 

警察は、治安維持体制の確保を最優先と捉

え、職員の感染拡大防止対策として、職域ワ

クチン接種の実施、警察庁舎内の消毒業務の

委託、感染防止キットの整備、透明遮蔽板の

設置、サテライト勤務の実施等に加え、会議

や研修会の開催をテレビ会議やオンライン

Ｗｅｂ会議等に切り替えるなど、コロナ禍に

おいても、効率的かつ効果的に事業を行うよ

う努めている。 
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